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10 概略事業費積算 

10.1 基本条件 

(1) 積算方法 

バゴー橋建設計画の概略事業費積算は、本調査の概略設計結果による概算数量を元に行った。事業

費の財源は、融資適格部分すべてを JICAによる円借款を前提とする。それ以外の部分についてはミ

ャンマー国政府の国家予算が配分されることとする。 

 

(2) 積算条件 

積算条件は下記のとおりとする。 

 
表 10.1 積算条件 

項目 積算条件 備考 
積算時期 2014年 1 月  
通貨 外貨 米ドル(USD)及び日本円（JPY） 

内貨 ミャンマーチャット（MMK） 
 

交換レート 1 米ドル＝103.4 円 
1 米ドル=981.6 ミャンマーチャット 

直近 3 か月の 
平均レート 

価格上昇率 外貨部分 1.3%,  
内貨部分 3.7% 

 

予備費 5%  
建中金利 建設費 0.01% 

コンサルタント費用 0.01% 
 

コミットメントチャージ 0%  
出典：JICA調査団 

10.2 調達方法 

(1) 調達条件 

1) 労働者 

｢ミ｣国における橋梁建設では、公共事業局が発注者かつ最大のコントラクターとなっており、設

計から施工、施工監理まで公共事業局の職員が実施してきた。 

一方、民間業者も BOT を通じて施工資機材などを充実させ、道路工事などは実施可能となってき

た。サブコントラクターとしての民間業者はポテンシャルとしての施工能力は有しているものの、

橋梁に関して専門性を有する技術者が不足している。また経済開放に伴う公共事業や民間工事の

増大により、ただでさえ少ない技術者が不足していることも挙げられる。このため、橋梁技術者

については ASEAN 周辺諸国から派遣する事が必要となる。施工監理を行うコンサルタントについ

ても同様である。 

 

2) 天然材料 

概して｢ミ｣国は建設に用いられる原材料の資源に乏しい。粗骨材、細骨材、石材などは｢ミ｣国で

入手可能である。セメントについては｢ミ｣国でも生産されているが、一般的に品質が悪いためタ

イなどから輸入されている。なお生コンクリートについてはヤンゴン周辺地域で生産されている。 

石油製品（燃料含む）の調達は｢ミ｣国内で安定しているため、｢ミ｣国内で調達可能としている。 
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表 10.2 主要建設材料の調達先 

項目 
調達先 

備考 
「ミ」国 輸入 

コンクリート    

セメント ○ ○ 輸入品の調達は「ミ」国内で可能。 

粗骨材 ○   

細骨材 ○   

生コン ○   

鉄筋  ○  

PC 鋼材  ○  

型枠  ○  

鋼材    

鋼板  ○  

型鋼  ○  

鋼管杭  ○  

重防食塗装塗料  ○  

ボルト・ナット類  ○  

溶接材料  ○  

鋼矢板  ○  

石油製品    

燃料 ○  輸入品の調達は「ミ」国内で可能。 

アスファルト ○  同上 

グースアスファルト ○  同上 

    

出典：JICA調査団 

 

3) 建設機械 

一般的な建設機械（ブルドーザー、バックホウ等）とクレーン船（バージ）を除けば、橋梁架設

に必要な建設機械は海外から調達する必要がある。 

表 10.3 建設機械の調達先 

項目 
調達先 

備考 
｢ミ｣国内 輸入 

バックホウ ○   
ブルドーザー ○   
トラッククレーン  ○  
クローラークレーン  ○  
タワークレーン  ○  
TEG クレーン  ○  
クレーン船（バージ船） ○   
杭打ち機  ○  
鋼管矢板基礎関連機械  ○  
PC 関連機械  ○  
    

出典：JICA調査団 
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10.3 建設数量 

建設数量（概略数量）は以下のとおりである。 

 
表 10.4 建設数量（下部工） 

No. 項目 仕様 単位 数量

1 逆T式橋台

場所打ち杭 D=1500, 平均50m nos 30           
底版

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 936.6      
鉄筋 SD345同等品 t 112.4      
型枠 m2 262.4      

竪壁、パラペット

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 638.9      
鉄筋 SD345同等品 t 95.8        
型枠 m2 793.2      

2 橋脚（陸上部）

場所打ち杭 D=1500, 平均50m nos 65           
底版

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 1,890.0    
鉄筋 SD345同等品 t 226.8      
型枠 m2 570.0      

橋脚柱

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 1,327.3    
鉄筋 SD345同等品 t 199.1      
型枠 m2 1,363.3    

3 橋脚（河川内）

鋼管矢板井筒基礎

鋼管矢板（材料） D=1000、 平均50m、ジョイント付き nos 396         
鋼管矢板打ち込み 平均50m nos 396         
継手部コンクリート打設 nos 396         
鋼管内掘削 m3 25,966     
スタッド溶接 nos 396         
鋼管矢板切断 nos 396         

底版

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 4,694      
鉄筋 SD345同等品 t 563.3      

橋脚柱

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 30,094     
鉄筋 SD345同等品 t 4,514.1    
型枠 m2 16,058     

 
出典：JICA調査団 
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表 10.5 建設数量（鋼上部工） 
No. 項目 仕様 単位 数量

4 鋼斜張橋（上部工） 材料費及び製作費・架設費を含む

鋼板

主塔 SM490, SM400 t 578         
主桁（鋼床版箱桁） SM490, SM400 t 5,775      
吊ケーブル パラレルワイヤストランド t 357         

ゴム支承

300t nos 4             
500t nos 4             
5,000t nos 2             

アンカーフレーム 主塔基部ピボット用、W=60t t 120         
伸縮装置 鋼製フィンガー、W=24m、単位重量W=15t/nos nos 4             
フェアリング L=448m、単位重量W=0.05t/m nos 45           
鋼製高欄 鋼管、H=500mm m 896         
排水装置 nos 178         
剛性防護柵

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 188         
鉄筋 SD345同等品 t 18.8        
型枠 m2 1,478      

舗装（車道部） グースアスファルト、t=80mm m2 1,344      
舗装（歩道部） 砂利／アスファルト、t=40mm m2 7,168      

5 鋼箱桁（上部工） 材料費及び製作費・架設費を含む

鋼板（鋼床版箱桁） SM490, SM400 t 7,123      
ゴム支承

50t nos 8             
120t nos 12           
150t nos 12           

伸縮装置 nos -          
鋼製高欄 鋼管、H=500mm m 1,104      
排水装置 nos 220         
剛性防護柵

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 232         
鉄筋 SD345同等品 t 23           
型枠 m2 1,822      

舗装（車道部） グースアスファルト、t=80mm m2 1,656      
舗装（歩道部） 砂利／アスファルト、t=40mm m2 8,832      

 
出典：JICA調査団 
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表 10.6 建設数量（PC 上部工） 
No. 項目 仕様 単位 数量

6 PC箱桁（プレキャストセグメント） 材料費及び製作費・架設費を含む

高強度コンクリート プレキャストセグメント用 m3 12,496     
鉄筋 SD345同等品 t 1,499.5    
型枠 m2 44,692     
PCケーブル

19T15.2 主ケーブル（内ケーブル） t 249.9      
12T15.2 主ケーブル（外ケーブル） t 224.9      
1T28.6 床版横締用 t 150.0      

ゴム支承

500t nos 16           
1,000t nos 52           

伸縮装置 鋼製フィンガー、W=10m、単位重量W=5t/nos nos 8             
鋼製高欄 鋼管、H=500mm m 1,408      
排水装置 nos 134         
剛性防護柵

コンクリート Class A (30N/mm2) m3 296         
鉄筋 SD345同等品 t 30           
型枠 m2 2,323      

舗装（車道部） 普通アスファルト、t=80mm m2 2,112      
舗装（歩道部） 砂利／アスファルト、t=40mm m2 11,264     

 
出典：JICA調査団 

 

表 10.7 建設数量(道路) 
No. 項目 仕様 単位 数量

7 接続道路

舗装

路盤 t=300mm m2 27,488     
下層路盤 砂利, t=100mm m2 27,488     
上層路盤 砂利, t=100mm m2 27,488     
基層舗装 粗粒アスファルト, t=100mm m2 27,488     
表層舗装 細粒アスファルト, t=50mm m2 27,488     

擁壁（U型擁壁）

コンクリート Class B (24N/mm2) m3 12,249     
鉄筋 SD345同等品 t 980         
型枠 m2 6,858      
場所打ち杭 D=1000、平均50m nos 444         

土工

盛土 ブルドーザー m3 46,998     
切土 ブルドーザー m3 41,231     

 
出典：JICA調査団 

 

10.4 概算建設費 

（施工業者契約認証まで非公開） 
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10.5 用地取得・住民移転費用 

10.5.1 用地取得費用 

本プロジェクトの用地はすべて公共用地であり、用地取得費用は発生しない。 

 

10.5.2 住民移転費用 

プロジェクト用地には 1 軒の露店と 4 軒の住宅が確認されており、すべて公共用地を借地している。

概算移転費用は 6,708 米ドルと想定される。 

またプロジェクト用地には 160本程度の樹木が確認されている。｢ミ｣国の法令により、樹木の伐採

は基本的に禁じられており、やむを得ない場合でも移植が必要となる。費用は 32,000米ドルと想定

される。 

 

10.5.3 総費用 

用地取得・住民移転等に係る費用はおよそ 40,000米ドルと想定される。 

 

10.6 概算建設費・プロジェクト費 

（施工業者契約認証まで非公開） 
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11 交通需要予測と経済財務分析 

11.1 はじめに 

これまでに議論されているように、現在開発中のタンリン地区の交通需要が将来拡大することが想

定され、既存の橋だけでは対応ができず、新バゴー橋の建設が望まれている。しかし、巨額な投資

が必要となるため、本橋梁建設事業については、国民経済の観点からフィージビリティを評価する

必要がある。 

本章では、将来需要予測の結果を示し、その前提の下、経済評価を行う。ただし、本事業は有料道

路ではないため、財務分析は実施しない。  

 

11.2 社会経済フレームと将来需要予測 

(1) 社会経済フレーム 

過去のトレンド、SUDP により計画された将来土地利用、MYT-Plan の全国社会経済フレームおよび一連の

GIS による分析に基づいて、YUTRA の社会経済フレームが設定された。設定された指標を次に示すが、こ

れらは、交通ゾーンごとに推定されている。 

 人口（夜間および昼間） 
 セクター別就業者数（夜間および昼間） 
 学生数（夜間および昼間） 
 世帯所得 
 自家用車保有世帯率 

 

次表は推定された社会経済指標をヤンゴン都市圏についてまとめたものである。 

表 11.1 ヤンゴン都市圏社会経済フレーム 

 2013 2018 2025 2035 

年平均成長率 

2013- 
2018 

2018- 
2025 

2025- 
2035 

Average 
2013-
2035 

夜間 
('000) 

就業者

数 

一次 58 58 58 58 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

二次 219 263 350 562 3.7% 4.2% 4.8% 4.4% 

三次 2,263 2,601 3,214 4,470 2.8% 3.1% 3.4% 3.1% 

就業者計 2,540 2,921 3,622 5,089 2.8% 3.1% 3.5% 3.2% 

学生数 1,164 1,303 1,532 1,938 2.3% 2.3% 2.4% 2.3% 

その他人口 2,013 2,212 2,462 2,685 1.9% 1.5% 0.9% 1.3% 

夜間計 5,716 6,437 7,615 9,712 2.4% 2.4% 2.5% 2.4% 

昼間 
('000) 

就業者

数 

一次 58 58 58 58 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

二次 244 289 378 595 3.4% 3.9% 4.6% 4.1% 

三次 2,263 2,610 3,242 4,547 2.9% 3.1% 3.4% 3.2% 

就業者計 2,565 2,956 3,678 5,200 2.9% 3.2% 3.5% 3.3% 

学生数  1,303 1,532 1,938 2.3% 2.3% 2.4% 2.3% 

その他人口  2,212 2,462 2,685 1.9% 1.5% 0.9% 1.3% 

昼間計 5,741 6,472 7,672 9,823 2.4% 2.5% 2.5% 2.5% 

世帯所得 ('000 Kyat/月) 240.6 340.5 522.2 954.7 7.2% 6.3% 6.2% 6.5% 

世帯車所有率 (%) 11.6 16.8 23.2 32.3 7.8% 4.7% 3.4% 4.8% 

出典：JICA調査団 
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(2) 需要予測（ベースケース） 

 

目標年の交通需要分析と予測モデルについては、レポートのボリュームＩＩ第２章に詳細に述べられている。

ここでは、YUTRA の調査地域の交通需要を、マスタープランの目標年次（短期 2018、中期 2025、長期

2035）について述べる。 

交通需要予測の前提である都市開発シナリオは、SUDP の提案しているものと同一である。これをベースに

推定されたヤンゴン都市圏の交通需要は、目標年次間の増加率を含め、次の表のようにまとめられる。 

交通需要の伸びは、人口が年率約 2.4%の増加なのに比べて速い。これは、徒歩と自転車を除くトリップ（動

力トリップ）の増加率が高いためであり、自家用車保有世帯の増加が寄与している（2013 年の 12%が 2035 年

の 34%に増加）。増加の速度は、初期にむしろ大きくなっている。動力トリップは 2013 年 4.9 百万トリップから

2035 年には 9.5 百万トリップまで増加することになる。徒歩と自転車トリップのシェアも徐々に増加するが、自

家用車所有率の増加速度には及ばない。自家用車所有世帯では、世帯構成員のすべてがあらゆる目的に

車を利用しようとする傾向があるが、途上国では一般的な現象であり、車所有が社会のステータスと見なされ、

駐車や道路利用者への課金等の制約が少ない中では避けがたい傾向と言える。 

表 11.2 総交通需要の増加、パーソントリップ (‘000) 

Description 2013 2018 2025 2035

Walk 4,778 5,238 6,072 7,403

Bicycle 1,472 1,661 1,981 2,704

Mechanised 4,935 5,862 7,185 9,477

% mechanised 44.1                  45.9 47.2 48.4

Total Trips 11,185 12,761 15,238 19,584

Population 5,716 6,437 7,616 9,712

Trip Rate 1.96 1.98 2.00 2.02

2013-18 2018-25 2025-35

1.86                  2.13                  2.00                  

2.45                  2.55                  3.16                  

3.50                  2.95                  2.81                  

2.67                  2.57                  2.54                  

2.40                  2.43                  2.46                  

0.26                 0.13                 0.08                 Trip Rate

Growth Rate % p.a.
Growth Indicator

Walk

Bicycle

Mechanised

Total Trips

Population

 

出典：JICA調査団 

 

交通需要予測の次の段階は、上記で予測された総需要の分布（OD）を推定することである。推定の

結果が下図に目標年次ごとに希望路線図の形で示されている。将来には、CBDを囲む新しい副都心

を中心とする交通需要が増えていくパターンが明瞭である。 

 

YUTRAのスタディエリアの外部で発生集中するトリップは、別に推定され、上記交通需要に上乗せ

された。その後この外部トリップは、MYT-Plan（全国総合交通計画、同時進行中の別の JICAスタデ
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ィ）の予測と整合を取るため、YUTRA スタディエリアと外部間および通過トリップについて調整が

行われた（自家用車、公共交通、貨物車）。次表は、YUTRAスタディエリアの総交通需要をモード

別にまとめたものである。  

 

 

出典：JICA調査団 

図 11.1 YUTRA スタディエリアの交通需要分布パターン 
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表 11.3 YUTRA スタディエリアのモード別総交通需要

Total Trips 2013 2018 2025 2035 2013-
2018

2018-
2025

2025-
2035

2013-
2018

2018-
2025

2025-
2035

Bicycle 598,500    422,900    504,200    688,900      -29.3 19.2 36.6 -6.7 2.5 3.2

Motorcycle 304,500    208,200    246,100    320,300      -31.6 18.2 30.2 -7.3 2.4 2.7

Car & Van 628,400    1,201,300 1,771,300 2,728,000   91.2 47.4 54.0 13.8 5.7 4.4

Taxi 595,000    756,200    909,200    1,173,100   27.1 20.2 29.0 4.9 2.7 2.6

Bus / Train/ Ferry 3,065,900 3,915,400 4,560,400 5,672,600   27.7 16.5 24.4 5.0 2.2 2.2

Total Person Trips 5,192,300 6,504,000 7,991,200 10,582,900 25.3 22.9 32.4 4.6 3.0 2.8

% by Public 
(Taxi, Bus, Ferry & Train)

70.5           71.8           68.4           64.7             

Goods Vehicle PCU 110,900 151,200 205,200 301,600 36.3 35.7 47.0 6.4 4.5 3.9

Summary of Trip Totals by Mode (Inter-zonal) % Growth % Growth p.a.

 
出典：JICA調査団 
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下図は、現在（2013 年）の交通ネットワークに交通量を配分したものであり、混雑率（V/C ratio）が色別に表

示されている。この図からは、道路区間のほとんどに混雑はなく（緑色が混雑率 0.75 以下）、容量を越えた区

間は一部のみであることが分かる。なおこの図は現在の路上駐車の状況を踏まえている（つまり道路容量が

減少している）が、これが CBD 周辺の混雑の主因である。CBD の外では、いくつかの道路区間で需要が容

量に近づいている（混雑率 0.75~1.0）他、茶色で示したボトルネック区間が散見される。  

 

出典：JICA調査団 

図 11.2 2013 年配分交通量 （現況交通ネットワーク上）

 

また、下図は現在のネットワーク（つまり無改良）に 2035 年の交通需要を配分したものであり、上図と同様に

混雑率で色分けされている。これがいわゆる“Do-Nothing”ケースと呼ばれるものである。この図からは、もし

現在の交通ネットワークが改善されないならば、交通混雑が深刻になり、ヤンゴン川の西部や南部で混雑率

が 2 を越えることになる。Hlain 川や Bago 川を渡る橋でも交通需要は容量を越え、Yangon 川や Bago 川で

の渡河容量の増強が喫緊の課題であることが分かる。 

2035 年には交通需要が PCU 換算で 2.3 百万にも達するが、この状況では、交通インフラを現状のままにし

て都市を成長させることは不可能に近い。下図ではほとんどの道路区間で混雑率が 1 を越えており（茶・赤・

黒色）、交通サービスのレベルが甚だしく低下している。赤や黒で表示した区間では、道路容量を 2 倍以上

にする必要があり、2035 年までに効率的なマストランジットを整備しなければならない。  
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出典：JICA調査団 

図 11.3 2035 年配分交通量 （現況交通ネットワーク上） 

 

(3)需要予測（Do MP ケース） 

次に、マスタープランを実施した場合の需要予測結果を示す。マスタープランでは、道路ネットワ

ーク、公共交通（鉄道、BRT）、交通管理、ターミナル整備を含んだ合計 64 プロジェクトが提案されている。

下表では、目標年次における既存のタンリン橋とバゴー橋の with ケース、without ケース別の交通需要をま

とめた。 
表 11.4 タンリン橋と新バゴー橋の総交通需要 （PCU）  

Case Mode 2013 2018 2025 2035

With

Motorcycle 232 1,150 1,089 1,352
Car 5,022 16,895 19,103 27,593
Taxi 4,805 12,539 9,319 12,874
Bus 4,406 5,199 3,069 3,645

Truck 4,485 6,181 4,610 6,578

Without

Motorcycle 232 1,150 1,039 1,305
Car 5,022 16,895 12,916 17,115
Taxi 4,805 12,539 8,084 9,767
Bus 4,406 5,199 3,346 4,043

Truck 4,485 6,181 1,364 1,934

With -
Without

Motorcycle - - 50 47
Car - - 6,187 10,478
Taxi - - 1,235 3,107
Bus - - -277 -398

Truck - - 3,246 4,644

注： Withケースの場合、タンリン橋は BRT路線専用と想定している。 

出典：JICA調査団 
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また、需要予測結果から、表 11.2.5、表 11.2.6 で示されているように、新バゴー橋の建設により、既存のタン

リン橋と新バゴー橋の移動速度や混雑が改善される。 

表 11.5 タンリン橋と新バゴー橋の混雑率   (V/C) 

Case Bridge 2013 2018 2025 2035 

With 

Existing 
Thanlyin 
Bridge 

0.69 1.36 NA NA 

New Bago 
Bridge NA NA 0.615 0.8 

Without 
Existing 
Thanlyin 
Bridge 

0.69 1.36 0.85 1.1 

注： Withケースの場合、タンリン橋は BRT路線専用と想定している。 

出典：JICA調査団 

 

表 11.6 タンリン橋と新バゴー橋の移動速度    (km/hour) 

Case Bridge 2013 2018 2025 2035 

With 

Existing 
Thanlyin 
Bridge 

27.00 4.97 45.00 45.00 

New Bago 
Bridge NA NA 56.43 36.09 

Without 
Existing 
Thanlyin 
Bridge 

27.00 4.97 17.59 8.41 

With - Without 
Existing 
Thanlyin 
Bridge 

0 0 27.41 36.59 

注：Without ケースの場合、BRT のバスは既存のタンリン橋を走ることになるが、専用道路

にはならず、他の一般車も通行することになる。 

出典：JICA調査団 

 

11.3 経済評価 

11.3.1 評価手法と前提 

経済評価は、提案している本事業が国民経済的観点から投資する価値があるか否か、国や政府の立場から

分析するものであり、経済費用と経済便益を比較することによって、投資の経済的合理性を評価する。 

一般的に、交通施設の整備事業の経済便益は、事業に起因する利用者の車両走行費用 VOC (Vehicle 

Operation Cost)と旅行時間費用 TTC (Travel Time Cost)の節減により定義される。これらの便益は、交通需

要予測結果における事業のあり・なし(with/ without)を比較することで推計する。 

本分析の前提条件は下記のとおりである。 

1)建設期間 

本事業の建設期間は、2015 年から 2020 年までの 6年間である。最初の 1 年は詳細設計を行い、

2016年から 2019 年の間に建設工事を実施する。さらに瑕疵担保保証期間として 1年設定して

いる。 

2)分析期間 
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分析期間は、2015年から 2020年までの建設期間と 2021年から 2044年までの事業運営期間を

含む 30年間とする。 

3)プロジェクトライフ 

プロジェクトライフは、事業運営開始から 50年間とするが、評価期間の 30年以上となるた

め、残存価値を考慮する。 

4)交通配分:  

2025年と 2035年の交通配分計算が実施されており、その結果を基に便益を算出している。

2025年と 2035年以外の年については、その間の成長率と同様に伸びると想定し、各年の便益

を算定した。 

5)経済評価指標 

本案件では、下記、3つの指標を用いて評価を行う。 

+ B/C (Cost Benefit Ratio) 

+ 正味現在価値 (NPV) 

+ EIRR (Economic Internal Rate of Return) 

6)社会的割引率 

資本の機会費用として年率 12% を想定する。 

7)メンテナンス費 

建設費用の 3% とする。 

8)標準変換係数 (SCF) 

財務価格から経済価格へ変換するための標準変換係数は、YUTRAおよび他国の数値を参考に

0.85と設定し、内貨分について適用する。 

9)為替レートレート 

US $ 1.00 = Kyat 1,000（2013 年 12月） 

 

11.3.2 経済価格 

（施工業者契約認証まで非公開） 

 

11.3.3 経済便益 

経済便益は、車両走行費用（VOC）と旅行時間費用（TTC）の削減を本事業実施による便益として計上した。

モード別の VOC 単価は表に示す通りである。 
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表 11.7 交通モード別 VOC 単価 

Speed Motor 
Car HOV/Van Mini Bus Standard 

Bus 
Small 
Truck Big Truck 

(km/h) cycle 
5 58 447 633 662 743 840 1,152 

10 34 258 374 437 483 611 795 
20 22 158 233 304 333 451 568 
30 17 122 177 246 270 367 458 
40 15 103 144 212 235 313 391 
50 14 92 129 193 215 279 354 
60 14 87 124 184 204 261 335 
70 14 85 124 182 202 257 332 
80 14 86 129 189 209 268 349 
90 15 90 136 203 224 293 382 

出典：JICA調査団 

 

交通モード別時間価値（VOT）については、YUTRA のパーソントリップ調査の結果を用いて算出し、下表に

まとめた。将来の時間価値については、YUTRA で用いている 1 人当たり GRDP に基づいて算出している。  

表 11.8 交通モード別時間価値 (US$/ hour) 

No Mode 2013 (Current) 2018 2025 2035 
1 Motor Cycle 0.5 0.7 1.1 2.1 

2 Car 1.3 1.8 2.8 5.1 

3 Taxi 1.0 1.4 2.2 4.0 

4 Bus/Truck 0.7 0.9 1.4 2.6 

出典：JICA調査団 

 

上記 VOC と VOT の単価を踏まえて経済便益（VOC、TTC 削減量）を算出した。結果は下表の通り。 

表 11.9 目標年次別経済便益 

Year 
Economic Benefit (mil. US$) 

TTC 
Saving 

VOC 
Saving Total 

2025 2.7  8.7  11.4  
2035 67  65  132  

出典：JICA調査団 

11.3.4 評価結果 

(1) 評価結果 

本事業の評価結果を次表に示す。 

表 11.10 費用便益分析結果 

指標 数値 

EIRR 13.5% 

B/C (社会的割引率：12%) 1.29 

NPV (Million US$ ) 54 

出典：JICA調査団 
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算出された経済的内部収益率（EIRR）は 12%を上回っており、本プロジェクトの実施が、国民経済的あるいは

地域経済的観点から見て妥当で、充分有意義であることを示している。 

(2) 感度分析 

本分析では、想定外の要因による事業への影響の可能性を把握しておくために、費用と便益がそれ

ぞれ 20%まで変化した場合の感度分析を実施した。分析結果は下表の通りである。費用が 10%増加か

つ便益が 20%減少、費用が 20%増加し便益が 10%以上減少した場合は EIRRが 12%を下回る。 

 
表 11.11 感度分析結果 

  
Project Cost Increase 

Base (0%) 10% up 20% up 

Benefit 
Decrease 

Base (0%) 13.5% 12.9% 12.4% 

10% down 12.9% 12.3% 11.8% 

20% down 12.2% 11.7% 11.2% 

出典：JICA調査団 

 

11.3.5 運用・効果指標 

本プロジェクトでは、以下の通り、運用・効果指標及び完成後 2年の 2022年の目標値を設定した。

新バゴー橋とともに、既存のタンリン橋の目標も併せて下表で示す。 

 

表 11.12 タンリン橋と新バゴー橋の運用・効果指標 

 

Indicator Direction 

Baseline 
(2013) Target (2022) 

Thanlyin 
Bridge 

With W/O 
New Bago River 

Bridge 
(existing Thanlyin 

Bridge) 

Operation 
indicators 

Increase in traffic 
volume 
(PCU/day/1way) 

South Bound 9,254 26,069 24,770 

North Bound 9,696 24,254 21,888 

Effect 
indicators 

Increase in travel 
speed (km/h) 

South Bound 28.0 29.1 4.5 

North Bound 26.0 33.5 4.8 
Alleviation of 
traffic congestion 
(V/C) 

South Bound 0.67 0.87 1.79 

North Bound 0.70 0.80 1.59 

出典：JICA調査団 
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12 環境社会配慮 

12.1 環境社会配慮に関する法規制及び枠組み 

12.1.1 環境社会配慮関連の法令 

(1) 環境保全に関する主な法律 

表 12.1 に「ミ」国の環境社会配慮関連の主な法令を示す。 

 
表 12.1 「ミ」国における環境関連法令 

法律、ルール等の名前 制定年 

1. 制度と政策 

ミャンマー国憲法 2008 

国家環境政策 1994 

国家持続的発展戦略 2009 

2. 環境保全 

環境保全法 2012 

環境影響評価ルール（ドラフト） 2013 

文化遺産地域の保護・保全法 1998 

3. 生物多様性と自然保護 

野生生物保護法 1936 

海洋漁業法 1990 

淡水域漁業法 1991 

森林法 1992 

動物の健康及び成育法 1993 

野生動植物保護及び自然区保護法 1994 

水資源・河川保全法 2006 

ミャンマー国生物多様性戦略行動計画 2012 

4. 都市開発・都市管理 

ラングーン市政法 1922 

ヤンゴン市開発法・改正法 1996 

ヤンゴン市開発法 1990 

ヤンゴン市政改正法 1961 

5. 文化遺産保護・保全 

文化遺産地域保護・保全法 1998 

6. 用地取得・住民移転 

上部ビルマ地域の土地と歳入に関する規制 1889 

用地取得法 1894 

不動産の移動制限法 1947 

土地国有化法 1953 

土地借用処理法 1963 

不動産の移動制限法 1987 

農地法 2012 

農地ルール 2012 

空地、休閑地、未開墾地の管理法 2012 

空地、休閑地、未開墾地の管理ルール 2012 

7. 汚染管理及び労働衛生 

工場法 1951 

労働安全・健康法（ドラフト） 2012 

科学技術開発法 1994 

鉱業法 1994 

出典：JICA 調査団 
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なお、住民移転・用地取得関連の制度については、12.4で記述する。 

(2) 環境保全法 

2011年 9月に環境保全林業省 （Ministry of Environment Conservation and Forestry, MOECAF）

が新設され、2012年 4月１日に環境保全法（Environmental Conservation Law）が公布された。 

同法は、いわゆる環境基本法の位置づけであるが、環境関連の制度と運営実施内容を詳細に規定し

たものではなく、大きな基本的枠組みを構成したものである。 

具体的施行については、環境保全法に基づき、環境保全ルール（Environmental Conservation 

Rules：ECR）によって規定され、今後、環境影響評価、環境基準、排出基準に関する法令、ルール、

ガイドライン等が環境保全林業省によって順次整備される予定である。同法は、環境影響評価実施

における詳細な手続きについては定めていない。 

 

(2)環境影響評価関連の制度 

1) 環境影響評価の手続き（ドラフト） 

「ミ」国の環境影響評価（EIA）に関する手続きについては、MOECAF が「環境影響評

価ルール（Environmental Impact Assessment Rules）を検討しており、「環境影響評価手続

き：Environmental Impact Assessment Procedures（以下「EIA 手続き」）のドラフトが 2013
年 1 月に作成された。2014 年 4 月現在、関係省庁間で検討され、正式の制定待ちの状態

である。 

「EIA 手続き（ドラフト）」で IEE/ EIA が必要と定められている運輸系プロジェクトを表

12.2  に示す。 

 
表 12.2 IEE／EIA が必要な運輸系プロジェクト 

プロジェクトのタイプ プロジェクトの特性 (規模等) 
(I)  IEE が必要なプロジェクト ( Schedule I ) 

1. 河川改修事業 すべてのプロジェクト 

2. 橋梁建設 50 フィート以上 200 フィート以下 
（15m以上 61m以下） 

3. 港開発 すべてのプロジェクト 
(II) EIA (フル EIA) が必要なプロジェクト (スケジュール II ) 

1. 高速道路及びフライオーバー建設 IEE によってＥＩＡ実施が提言された

すべてのプロジェクト 

2. 港湾開発 IEE によってＥＩＡ実施が提言された

すべてのプロジェクト 

3. 地下鉄建設 IEE によってＥＩＡ実施が提言された

すべてのプロジェクト 
4. 橋梁建設 200 フィート（61m）以上 
5. 造船所建設 自重排水量 5,000 トン以上 
6. 空港建設 滑走路 8,200 フィート (2,500 m) 以上 

 新ルート建設を含む鉄道建設 IEE によってＥＩＡ実施が提言された

すべてのプロジェクト 
Note: Project activities other than new construction such as rehabilitation, extension and/or 

improvement are not clearly stipulated. 

出典：Environmental Impact Assessment Procedures (Draft, 2013)  

 

また、「EIA手続き」における環境認可のプロセスを図 12.1に示す。 
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出典：Environmental Impact Assessment Procedures (Draft, 2013)  

図 12.1  EIA 手続き（ドラフト）」における環境認可のプロセス 

 

 

2) プロジェクトの認可及び環境の認可の流れ 

プロジェクト認可及び環境の認可の流れは、以下のとおりである。
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（ⅰ）はじめに実施機関は、環境影響評価（EIA）／社会影響評価（SIA）を含む FS 調査

と共にプロジェクト提案書を国家計画経済省（Ministry of National Planning and 
Economic Development : MNPED）の海外経済関係局（Foreign Economic Relations 
Department : FERD）に提出する。 

（ⅱ）FERD によるすべての必要な書類の検査の後、書類は MNPED に送られる。 

（ⅲ）計画局は社会的助言評議会及び関連機関、そして MOECAF と協議し文書の詳細内

容を審査する。このプロセスにおいて、MOECAF は環境社会配慮の観点から

EIA/SIA をレビューし評価する。 

（ⅳ）以上の組織による提出書類の承認の後、計画局は上記の審査と評価の結果と共に

書類を計画委員会あるいは大統領府に送る。 

（ⅴ）計画委員会は文書を承認した後、国会に推薦する。 

（ⅵ）国会においてプロジェクトが承認されると、プロジェクトは国家年間プロジェク

トに登録される。この登録がされないとプロジェクトは目標の年に実施できない。 

 

3) プロジェクト認可のプロセスにおける環境認可の手続き 

プロジェクト認可は MNPED が行い、プロジェクトの申請・承認の手続きが定められて

いる。この手続きにおいては、プロジェクト実施機関はプロジェクト認可の申請と共に

環境影響評価書の提出が必要である。環境影響評価書に対しては環境保全林業省が、提

出された環境影響評価書における環境影響評価（EIA）及び社会影響評価（SIA）の内容

をレビューしコメントの形で評価する。MOECAF の評価は、現在ドラフト段階の EIA 手

続きに沿って行われる。すなわち、ドラフト段階の EIA 手続きは実際的な運用が既に始

まっていると言える。 

海外ドナーを含む公共セクターによる通常の開発の場合の、プロジェクト認可のプロセ

スにおける環境認可の手続きの現状を図 12.2 に示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 12.2 プロジェクト認可のプロセスにおける環境認可の手続きの現状 

 

 

本プロジェクトは、建設省（Ministry of Construction, MOC）の所管であり、このプロセスに従っ

てプロジェクト及び環境の認可が行われる。 

 

3)「ミ」国の環境社会配慮に関する法制度と JICAガイドラインとのギャップと対応 
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既存の「ミ」国の環境社会配慮に関する法制度は、特にに環境影響評価関連で JICAガイドラインや

世界銀行セーフガード・ポリシーより不十分な点が多かった。現在ドラフト段階の EIA手続きによ

って、そのギャップは解消され基本的な点での特段の矛盾はなくなる。 

しかし「ミ」国の規定は、JICAガイドラインや世界銀行セーフガード・ポリシーでは環境影響評価

において直接的な影響のほか、派生的、二次的及び累積的な影響も評価するべきとしているところ

を、「ミ」国の法令・ガイドラインはないなど、規定が緩い点が見られる。また、モニタリング計

画の作成と実施における実施機関の努力、モニタリング結果をステークホルダーに知らせる実施機

関の努力について明確に定めた「ミ」国の法令・ガイドラインはない。 

以上の状況を考慮し、本プロジェクトでは、JICAガイドラインでカテゴリ Bプロジェクトに相当す

る環境社会配慮調査を行う。また、JICAガイドラインと矛盾しない範囲で「ミ」国の法令・EIA手

続き（ドラフト）に沿った対応を行う。 

 

 (3)「ミ」国の環境保全関連の組織 

「ミ」国では、以前は林業省（Ministry of Forestry）傘下に National Commissions for 

Environmental Affairs（NCEA）という部署があったが、業務範囲は環境関連の一部に限られていた。

2011年 9月に林業省が改組して、環境に関する所掌を加え、環境問題全般を所掌する省組織として

MOECAF が立ち上がった。 

 

12.2 対象地域の環境の現況 

橋梁及び取り付け道路からなるプロジェクトサイトは、行政区画としては、バゴー川右岸がヤンゴ

ン市のタケタ・タウンシップ及び同左岸が第ヤンゴン都市圏のタンリン・タウンシップに属する。 

 

12.2.1 対象地域の概況 

(1)バゴー川右岸の地域（タケタ・タウンシップ） 

路線は、シュキンタール・マヨパット道路とタンリン・チンカット道路の交差点を始点とし、ミャ

ンマー国鉄の用地内を PWの敷地に隣接するミャンマー国鉄の敷地内を通過し、バゴー川右岸の既設

タンリン橋の 140ｍ下流地点に位置するバゴー橋に接続する。 

周辺は、ヤンゴン市のベッドタウンの一つであるタケタ・タウンシップの住宅地並びにミャンマー

国鉄、PWの官舎が分布する。 

バゴー橋建設予定地より 140 ｍ上流に位置する既設タンリン橋に隣接して、上流部に国立民俗公園

(National Races Village)があり、市民の憩いの場となっている。また、同公園に近接して、河岸

の干潟部に小規模であるが自然性の高いマングローブ林が分布し、稚魚、エビ、カニなども散見さ

れる。取り付け道路の用地は、いずれも公用地であり、ミャンマー国鉄(Myanma Railways, MR)、

YCDC、MOCの所有となっている。また、取り付け道路に隣接する PWの敷地では、日本の企業(JFEエ

ンジニアリング)と PWの共同開発による鋼材加工施設が建設中である。 

(2) バゴー川左岸の地域（タンリン・タウンシップ） 

路線は、バゴー橋上でバゴー川を通過した後、バゴー川左岸で、民間開発の住宅団地の敷地の東側

境界に隣接する MRの敷地内を通過し、チャイク・チュク・パゴダ道路に接続する。取り付け道路の

両側は河岸から最近民間企業が開発した住宅団地が分布する。取り付け道路の用地は、いずれも公

用地であり、MR、YRDC、MOC の所有となっている。 

 

12.2.2 社会環境 

タケタ及びタンリン・タウンシップの社会環境データを表 12.3に示す。      

(1) 人口等 
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2011年の人口は、タケタ・タウンシップ及びタンリン・タウンシップでそれぞれ 25万 3, 284 人

及び 20 万 4, 486であり、 人口密度はそれぞれ 1万 8, 850 人/km2、548 人/km2である。タンリ

ン・タウンシップは未利用の湿地や農地が多く、人口密度はかなり低い。  

 

(2) 就業人口 

タケタ・タウンシップでは、 83% 以上が第 3次産業に従事し、第 1次産業の就業人口はほとんどい

ない。他方、タンリン・タウンシップでは第 3次産業従事者は 約 60%で、36％が第 1次産業、特に

農業に従事している。 

 

(3) 土地利用 

タケタ・タウンシップの土地利用は多くが住宅地区 (55%)で、北西部に工業 (8%)、バゴー川沿いに

公共施設地区 (3%)となっている。他方、タンリン・タウンシップでは、農業用が 74％を占め、住

宅用は 10％程度である。 

 

(4) 公共交通 

タケタ・タウンシップでは、バス、自動車利用の道路及び鉄道利用が主で、タンリン・タウンシッ

プでは鉄道、バス及び内水運が主体となっている。 

 

(5) 遺跡・文化財、宗教施設の分布 

「ミ」国が仏教国であるのを反映して、両タウンシップともパゴダ、僧院等が多く分布する。しか

し、取付け道路予定地付近には分布が見られない。 

 

(6) 環境保全指定地域、公園等 

大ヤンゴン圏では、ヤンゴン市の北部にあるローガ野生公園(Hlawga Wildlife Park)が唯一の指定

地域であり、対象地域には分布しない。 

環境保全し指定市域ではないが、上述したように緑と水辺に囲まれた市民のレクリエーションの対

象として国立民俗村が、既設タンリン橋の右岸東側に分布する。  

 

(7) 給水状況 

給水源は、タケタ・タウンシップでは、市の水道及び地下水、タンリン・タウンシップでは河川水

及び貯水池を利用している。 

 

(8) 衛生環境 

大ヤンゴン圏では、下水道は、中心市街部の一部しか普及しておらず、それ以外の市民は浄化槽や

おとし便所に頼っている。 

 

(9) 自然災害 

「ミ」国の自然災害被害のうち、洪水による死者は約 11％にも上る。大ヤンゴン圏でも、低地部で

は、雨季には毎年洪水にによる浸水被害に見舞われる。サイクロンは、モンスーン前期(4月～5月)

及びモンスーン後期（10月～11 月）に襲来し、被害をもたらす。2008年 5月のサイクロン・ナル

ギス(Nargis)は、大ヤンゴン圏に大きな被害をもたらし、タンリン・タウンシップの一部が浸水し、

既設タンリン橋付近の桟橋が破壊されている。 

 

(10) 漁業権及び漁業 

「ミ」国の漁業に関する権利には、漁業権(fishing grant)及びライセンス(license)の二つがある。

前者は、水域を指定して供与されるが、後者は漁業あるいは釣りをする認可である。なお、対象地

域の水域には漁業権は設定されていないので、水域での工事等で漁業者による許可は必要とされな

い。。 
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しかし、環境実査で 20種以上の魚類が確認されたように、伝統的な漁法による小規模な漁業活動が

行われている。 

 
表 12.3 ヤンゴン市タケタ地区及びタンリン地区の社会環境 

摘要 
地区 

タケタ タンリン 

1. 位置及び行政区画   

位置 バゴー川右岸 
バゴー川左岸、 

ヤンゴン河左岸 

最高地点の海抜高度 (m) 3.1 m 25.1 m 

タウンシップの面積 13.31 km2 372.88 km2 

大ヤンゴン圏での管轄機関 ヤンゴン市役所 (YCDC) タンリン市役所 (YRDC) 

区(Ward) 及び村落 (Village)の分布数 19の区 
17の区、57の村落からな

る 28の村落グループ 

2. 人口等   

人口 (2011年) 253,284 204,486 

大ヤンゴン圏での割合 (%) (2003) 4.3 3.5 

年平均人口増加率 2000-2011 (%/year) -0.76 Not available 

人口密度 (人/km2) 81,704 548 

世帯数 43,076 44,119 

１世帯当たりの平均人数 (人) 6 5 

月平均家計収入 (チャット) 20,879 111,596 

産業別就業人口割合 

 (第 1次、第 2次、第 3次) (%) 
(0 %, 16.8 %, 83.2 %) (36.6 %, 0 %, 63.3 %) 

3. 土地利用   

第ヤンゴン圏での面積比率 (%) 0.88 16.6 

住宅 用地 (%) 55 10 

商業・事業用地 (%) 5 0 

工業用地 (%) 8 3 

農地 (%) 0 74 

その他 (%)  32 11 

4. その他   

給水源及び給水状況 市水及び地下水 5河川及び 10貯水池 

パゴダ／仏教施設の分布数 3/ 204 126/ 177 

出典：JICA調査団 

 

12.2.3  自然環境 

生物及び生態系以外の自然環境条件については、７章及び８章で詳述されている。 

(1) 地形 

タケタ・タウンシップは、ヤンゴン市内の平坦な地形で占められている(最高海抜高 3.1m)。一方、

タンリン・タウンシップは、北はバゴー川、西はヤンゴン川に面しており、最高海抜高 25.1 mの小

丘陵が点在する以外は平坦な地形である。 

(2) 地質及び土壌 

一般的にヤンゴン地域の地表面の多くは、沖積世の堆積土砂（沖積土）で覆われている。土壌は多

くが草原土壌及び沖積土壌で占められている。 

 

(3) 気候 

ヤンゴン地域は、熱帯モンスーン気候型に属する。降雨は、南西モンスーン（5月-10月）の高温多

湿の月に、季節的に、高く集中している。これとは対照的に、北西モンスーン（12月から 3月）の

時期は比較的涼しく、乾燥している。時折激しいサイクロンは 4月から 5月の期間に、「ミ」国沿

岸を通過する。 
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(4) 水文 

バゴー川は、バゴー・ヨーマ(Bago Yoma)のティッチー(Thikkyi)付近を水源としている。バゴー・

ヨーマの東側斜面を南北方向にシッタン(Sittang)川とほぼ平行に流下し、バゴー付近で、南西方向

に流下してヤンゴン川に合流している。水源からヤンゴン川合流点までの距離は約 260 kmで、また

感潮河川である。 

 

(5) 生物び生態系 

生物及び生態系の環境実査の再委託調査を実施した。結果の概要を以下に示す（調査地域は図 12.3

参照）。 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 12.3 生物・生態系調査の対象地域 

 

1) 植物 1 - 陸生植物 

調査で確認された植物種の数は、全部で 141種である。 

 

2) 植物 2 水生植物 

15 種のマングローブが、アプローチ道路予定地内を含む既設タンリン橋付近の両河岸で確認された。

いずれも「ミ」国の干潟域で観察される種類であり、また国立民俗村に隣接する河岸で群落がみら

れる以外は、単独で分布している。  

 

3) 動物 

蝶類 16種、鳥類 24種、両生類 4種、爬虫類 6種、魚類 26種の生息が、現場での視認、インタビュ

ー及び文献調査により確認された。 

 

4) 絶滅の恐れのある種の分布 

IUCN（International Union for Conservation of Nature and Natural Resources：国際自然保護

連合）が指定するレッドリストの絶滅の恐れのある生物 (Globally threatened speicies) のうち、

以下の植物 2種が「危急種（Vulnerable species）」として存在することが確認された。 
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- Delonix regia (Seinban/ Flame tree)（和名：ホウオウボク） 

- Swietenia macrophylla King (Mahogany tree). （和名：オオバマホガニー） 
 

表 12.4 調査地域で確認された絶滅の恐れのある植物 

学名 属名 
現地名/英名 

（和名） 
外形 

レッドリスト上の 
位置づけ 

Delonix regia (Bojer ex Hook.) Raf. Caesalpiniaceae 
Seinban/Ornamental tree 
（ホウオウボク) 

木本 
危急種 
Vulnerable species 

Swietenia macrophylla King Meliaceae 
Mahogani/ mahogany 
(オオバマホガニー) 

木本 
危急種 
Vulnerable species 

出典：JICA 調査団 

 

「危急種」とはレッドリストに載っている 3タイプの絶滅の恐れのある生物種のうち、「絶滅寸前

種（Critically endangered）」や絶滅危惧種（Endangered）」より危惧のレベルは低い種である。

また、両種ともヤンゴン地域では一般的な庭園木（garden tree）であり、公園、緑地、道路沿いな

どに植樹されているのが普通に見られ、希少かつ絶滅の恐れがある樹木とは言えない。 

 

12.2.4 環境汚染の状況 

再委託調査として実施した環境実査のうち、大気質、河川水質、河川底質、騒音の調査結果の概要

は以下のとおりである。 

(1) 大気質 

既設タンリン橋及びバゴー橋建設予定地周辺の 5地点(BAN-1 ～BAN-5、図 12.4参照)において、二

酸化いおう 、一酸化炭素、二酸化窒素 、PM10（浮遊粒子状物質に相当）、微小粒子状物質

（PM2.5）の測定を行った。このうち、二酸化窒素と PM10 の測定結果を表 12.5 及び表 12.6 に示す。 

「ミ」国では現在大気質の環境基準が設定されていないため、日本の環境基準、WHOのガイドライ

ンの値と比較したところ、5項目ともすべての地点の値が基準内であった。 
 

 
出典：JICA調査団 

図 12.4 大気質及び騒音の測定地点 
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表 12.5 窒素酸化物の測定値 

Date 
BAN-1 BAN-2 BAN-3 BAN-4 BAN-5 

(Unit: ppm) 

3-10 November 13 (24 hours Average) 0.02 0.04 0.01 0.03 0.02 

10-13 November 13 (24 hours Average) 0.03 0.03 0.02 0.02 0.03 

Environmental Standard Japan (24 hr) 0.06 

Environmental Standard Thailand (24 hr) - 

WHO Standard - 

出典：JICA調査団 

表 12.6  PM10 の測定値 

Date 
BAN-1 BAN-2 BAN-3 BAN-4 BAN-5 

(Unit: mg/m3) 
3-10 December 13 (24 hours Average) 0.06 0.09 0.15 0.06 0.05 

10-13 December 13 (24 hours Average) 0.1 0.09 0.07 0.06 0.05 

Environmental Standard Japan (24 hr) 0.1 
Environmental Standard Thailand (24 hr) 0.12 

WHO Standard 0.05 
出典：JICA調査団 

 

 (2) バゴー川の河川水質 

バゴー川の既設タンリン橋の下流 6地点（BSW-1 ～BSW-6, 図 12.5参照）において、表層及び底層

（河底より 1.5 ｍ）の河川水を採取し、水質分析を行った。6地点での測定結果を表層、底層ごと

にまとめて、表 12.7 に示す。  

 

出典：JICA調査団 

図 12.5 バゴー川水質調査地点 
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表 12.7 バゴー川の水質調査結果 

No. Parameter 
6 地点の値 最小－最大 (平均) 

表層(BSW-T) 底層(BSW-B) 
1 水温 (°C) 28.5 - 29.0 (28.7) 28.4 - 28.9 (28.6) 
2 濁度 (FNU) 829 - 1,000 (924) 876 - 1,000 (948) 
3 水深 (m) 2.3 - 10.7 (5.4) 2.3 – 10.7 (5.4) 

4 採水深度 (水面下) (m) 0.3 - 0.5 (0.46) 2 - 9.5 (5.0) 

5 pH 7.4- 8.0 (7.6) 7.2- 7.9 (7.4) 
6 BOD (mg/l) 2 - 2.5 (2.3) 2 - 2.5 (2.1) 
7 SS （懸濁物質） (mg/l) 60 - 65 (62.5) 60 - 64 (61.5) 
8 DO （溶存酸素） (mg/l) 6.2– 6.7(6.5) 6.0 – 6.6 (6.4) 
9 油分 (mg/l) <1.0 - 3 (1.3) (<1.0) 

10 大腸菌群数 (MPN/100ml) 0 - 2x102 (0.3x102) 0 - 3x102 (0.6x102) 

11 糞便性大腸菌群数 (MPN/100ml) 4x102 - 2.8x103 (1.2x103) 2x102 - 5x103 (1.4x103) 

12 全大腸菌群数 (MPN/100ml) 4x102 - 2.8x103 (1.2x103) 3x102 – 5.3x103 (1.5x103) 

13 COD (mg/l) 1.5 – 4.4 (2.9) 0.4 – 7.0 (3.2) 
14 全窒素 (mg/l) 0.67 - 2.1(1.3) 0.67 – 2.0 (1.3) 
15 全リン (mg/l) 0.036 - 0.33 (0.13) 0.033 - 0.33 (0.085) 
16 塩分 (%) (ND) (ND) 

出典：JICA調査団 

 
調査結果から、バゴー川の既設タンリン橋付近の河川水質の特徴は、以下のように推定される。 

 

・「ミ」国では現在河川水質の環境基準が設定されていないことから、日本の河川水質基準と比較

すると、測定結果の懸濁物質、pH 、溶存酸素、生物化学的酸素要求量（BOD5）のすべての値が、日本の

河川水質環境基準の D 類型の基準内の値である。なお、C類型と比較した場合は、懸濁物質が基準値の範

囲外となる。 

 

・河川水中の懸濁物質の量が多いことは、河岸から流入した土壌起源の粒子状物質と、都市活動に

よる有機系の粒子状物質が河川に流入したものの２つの由来が考えられる。他方、BOD5、CODの濃度

が低レベルであることから、懸濁物質の由来は前者の割合が大きいと推定され、バゴー川は有機汚濁

はあまり進行しておらず、土砂等の流入よる無機汚濁の影響が見られる。 

 

(3) バゴー川の河川底質 
河川水質と同じ 6地点の底泥を採取し、底質の分析を行った。「ミ」国では現在底質の環境基準は

制定されていないが、特に問題となる底質項目はない。 

 

(4) 騒音 
大気質の調査地点とほぼ同じ 5地点で、環境騒音の測定を行った。測定結果は、昼間（6時～22

時）で 47-59 dB、夜間（22時～6時）で 47-53dB となり、「ミ」国では現在、環境騒音の環境基

準は設定されていないが、日本の住居地域相当の環境基準、WHO のガイドラインの値と比較すると、

すべての測定地点で基準内であった。 
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12.3 初期環境調査 (IEE)の結果 

12.3.1 バゴー橋建設計画の概要 

(1) 計画代替案の検討 

 1) バゴー川の架橋位置代替案の検討 

すでに、「9.1 既設タンリン橋近傍でのバゴー橋架橋位置検討」で示したように、技術的可能性、環境社会配

慮等を含めた総合的観点から 3 つの代替案を比較した。環境社会配慮の観点からは、特に上流側では右

岸の国立民俗公園の存在、既存市街地の用地確保の難しさなどの点で、下流案が最適となった。 

2) 現状維持 (何もしない) 案との比較 
(i) 現状維持 

現在、ヤンゴン市内の交通混雑ならびにヤンゴン市内と、タンリン・タウンシップを含

むバゴー川南岸の地域(タンリン地区)、特に急速な発展が期待されるティラワ SEZ の間

の交通の不便さが問題になっているが、現状のままでは今後急速な増加及び拡大が予想

される両者間の交通需要に対して対処できないままとなる。このため、大ヤンゴン圏の

発展の機会を逃す恐れがある。 

(ii) プロジェクト実施 

大ヤンゴン圏は、タンリン・タウンシップを含むバゴー川南岸の地域(タンリン地区)方
向に、急速に拡大発展しつつある。SUDP や YUTRA で指摘されているように、それに従

い、将来のヤンゴン市内とタンリン地区間を結ぶ交通量が大幅に増大することが予想さ

れる。 

バゴー橋の建設で、通過交通容量が増大し、急発展が予想されるティラワ SEZ 地区との

交通の不便さが解消され、大ヤンゴン圏の経済発展や生活環境の向上が図られる。 

 

12.3.2 環境影響の予測・評価 

(1) プロジェクトの環境カテゴリ分類とスコーピング 

JICAガイドラインでは、プロジェクトを、その概要、規模、立地等を勘案して、環境及び社会への

影響の程度に応じて、カテゴリ A、B、C及び FIの 4段階のカテゴリ分類が設定されている。 

このうち、「カテゴリB」については、同ガイドラインによれば環境や社会への望ましくない影響が、

カテゴリAに比して小さいと考えられるプロジェクトで、一般的に、影響はサイトそのものにしか及

ばず、不可逆的影響は少なく、通常の方策で対応できると考えられるものとされている。 

本プロジェクトは、当初の段階で「カテゴリＢ」を前提にして、予備的環境スコーピングを行い、

以下の理由から、カテゴリ Bに相当するものと位置づけられた。 

 

(i) プロジェクトは、JICA ガイドライン別紙 3 に掲げられている以下のセクター、特性、地域

のいずれも相当しない。 

a) 影響を及ぼしやすいセクター：たとえば大規模な道路・橋梁の開発、 

b) 影響を及ぼしすい特性：たとえば大規模な非自発的住民移転の発生、 

c) 影響を及ぼしやすい地域：たとえば国立公園や国指定の保護対象地域、原生林、考古学

的・歴史的・文化的に固有の価値を有する地域またはその周辺 
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(ii) 環境への影響の予測・評価の結果では、重大で望ましくない影響(負の影響)を受ける（評定

(A-)）環境項目はみられず、すべての環境項目について、重大ではないがある程度の望ま

しくない影響を受ける (B-) 、影響の度合いは不明で、さらに検討の必要あり(C-）、ある

いは望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと考えられる(D)となっている。 

このうち、評定(B-)及び(C-)の環境項目については、それぞれ計画の一部見直しや環境保全対策の

検討及びさらに必要な調査データの収集をまとめて、TORを作成した。 

 

(2) 環境項目及び開発行為の設定 

環境影響に関連する環境項目として、JICA ガイドラインをベースに、「ミ」国の環境関連の法規制、

並びにプロジェクトの特性及び対象地域の状況を考慮して、社会環境(22項目)、自然環境（10項

目）、環境汚染（8項目）の計 40項目を選定した。 

また、プロジェクトに伴う開発行為を表 12.8のように、計画段階、建設段階及び供用段階に分けて

設定した。 

 

表 12.8 バゴー橋建設に伴う開発行為 

プロジェク

ト実施段階 
開発行為 

計画段階(I) 

橋梁・取り付け道路等の用地確保 

工事用事務所、作業員宿舎、建設資材及び建設廃棄物置場の確保 

土地あるいは地域資源利用計画の変更 

建設段階

(II) 

建設資材の調達（採石場・土取り場からの採取あるいは資材購

入、資材の輸送 

橋梁・道路に係る掘削、浚渫、切土、盛土等の土木工事 

橋梁及び関連施設・構造物の建設 

取り付け道路及び関連施設・構造物の建設 

建設プラント、工事事務所、作業員宿舎等の設置 

建設プラント、工事用機械、工事車両の稼働 

工事作業員の滞在及び労働作業 

供用段階

(III) 

橋梁、取り付け道路及び道路関連施設・構造物の供用 

橋梁、取り付け道路及び道路関連施設・構造物の存在 

生活及び事業活動での橋聾・道路交通利用 

出典：JICA調査団 

 

(3) 環境影響の予測・評価結果 
バゴー橋建設計画から想定される影響を、プロジェクト実施に至る各段階（I.計画段階、II.建設及び

III.供用段階）に分けて、40の環境項目ごとに予測・評価を実施した結果を、初期段階のスコーピン

グの結果と比較して表12.9に示す。 
 

表 12.9 環境影響の予測・評価結果 

環境項目*, 

** 

評定***, **** 

評価理由 
スコーピ

ング時 
調査後 

I/II III I/II III 

（１）社会環境 

1) 非自発的

住民移転（用

地取得・住民

B-   B-   

1) 橋梁・取り付け道路計画予定地は、いずれも公共用地（ミャンマ

ー国鉄、YCDC、建設省等）であるので、新たな用地取得・住民移転

に相当するものはない。しかし、その一部は、家屋、露店及び小規
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移転等） 模な宗教施設で占有・利用されているので、建設工事の際に一時的

移転が必要になる。このため、工事中これらの構造物の移転に伴い

事業や生活手段の損失発生に伴う、事業収入や生計の補償・生活支

援等が必要となる。2) 用地内の 樹木（160本）の伐採あるいは移植

が必要となる。 

  D   D 影響は想定されない。 

2)雇用や生計

手段等の地域

経済 

B+   B+   
橋梁・取り付け道路建設工事のため、工事作業者が必要となり、一

時的であるが地域に雇用が創出される。 

  A+   A+ 

大ヤンゴン圏の交通渋滞解消を図るための橋梁の建設により、交通

アクセス向上、道路の渋滞解消等が図られ、また輸送・物流状況の

改善で地域経済にプラスの効果が期待される。 

3) 漁業活動 B-   B-   バゴー川では、極めて小規模であるが、漁業活動が行われている。

浚渫や橋梁建設工事及び供用後の漁業活動への影響が想定される。   C-   C- 

4) 土地利用

や地域資源利

用 
C-   B-   

1) 建設資材（石、礫、砂、土等）の調達に採石場、土取り場、河川

（川砂）などを利用する。2)工事用水としては市水を利用する。な

お、予定地周辺の地下水は塩分濃度が高く、工事用水には適さない

ため、地下水の利用は想定されない。 

  D   D 影響は想定されない。 

5) 既存の社

会インフラや

社会サービス 

-1 道路・鉄

道交通 

B-   B-   

新橋梁建設工事中の道路交通は上流に隣接する既設タンリン橋が使

用できるので、工事中の橋梁、道路の常時閉鎖はないが、建設資機

材や建設廃棄物の搬出入により、一時的な閉鎖や一方通行化、制限

速度強化、迂回路への誘導があり得る。それによって、交通混雑、

公共施設等へのアクセス等に不便が生じる恐れがある。  

  A+   A+ 
橋梁の建設で交通基盤の向上が図られ、地域の基礎インフラや社会

サービス施設へのアクセスが改善される。 

6) 既存の社

会インフラや

社会サービス 

- 2 船舶航行 

B-   B-   
橋梁建設工事の際、浚渫、掘削及び橋梁工事により、船舶の航行が

一部阻害される恐れがある。 

  C-   B- 
新橋梁の橋脚・橋台等の設置場所により、現在の航路が一部変更さ

れる可能性がある。 

7) 既存の社

会インフラや

社会サービス 

- 3  その他

（ユーティリ

ティ、その

他） 

C-   B-   

1) 工事中、建設資機材や建設廃棄物の搬出入により、一時的な閉鎖

や一方通行化、速度制限、迂回路への誘導があり得る。それによっ

て、学校・病院・宗教施設などへのアクセス等に不便が生じる恐れ

がある。 

2)取り付け道路用地内に電柱及び燃料供給用パイプライン（ディー

ゼル燃料、CNG）が敷設されており、保護、撤去あるいは移設が必要

である。 

  A+   A+ 

橋梁建設により渋滞解消やヤンゴン市内とタンリン地区並びに後背

地のティラワ SEZとの往来も便利になり、大ヤンゴン圏の経済・産

業活動の促進、住民の学校・病院等への社会サービスや市場へのア

クセスが容易になる等、正の影響が見込まれる。 

8) 社会関係

資本や地域の

意思決定機関

等の社会組織 

B-   B-   本事業は大ヤンゴン圏の交通渋滞解消等を図るものであり、地域の

社会組織や意思決定機関等への影響はほとんどないと考えれられ

る。しかし、計画段階から、橋梁・取り付け道路の設置場所選定と

その理由、工事段階での工事車両・機械の稼動、作業労働者の滞在

等による生活・生産活動の一時的阻害や供用時の利用等につき、住

民や地域関係機関等に対して、情報公開や説明の適切な配慮を行わ

なかった場合には、地域の不安・不信が生じるので、地域住民や社

会組織の理解が得られなくなる可能性がある。 

  B-   B- 

9) 貧困層、

女性、子供、

老人、障碍者

等の脆弱なグ

ループ 

C-   D   対象地域の貧困層等脆弱なグループへの悪い影響は想定されない。 

  C+   B+ 

橋梁建設による渋滞解消やヤンゴン市内とタンリン地区との往来が

便利になり、脆弱なグループにとっても学校・病院等への社会サー

ビスや市場へのアクセスが容易になる等、正の影響が見込まれる。 

10) 先住民

族・少数民族 
D   D   「ミ」国には 135の少数民族が存在するが、事業対象地及びその周

辺に、少数民族・先住民族は存在しない。   D   D 

11) 被害と便 B-   B-   本事業は、大ヤンゴン圏の交通渋滞解消を図るものであり、地域内
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益の偏在 

  B-   B- 

に被害と便益の偏在を生ずるものではない。しかし、橋梁・取り付

け道路の設置場所選定とその理由、工事段階での工事車両・機械の

稼動、作業労働者の滞在等による生活・生産活動の一時的阻害や供

用時の利用等につき、住民や地域関係機関等に対して、情報公開や

説明の適切な配慮を行わなかった場合には、被害と便益の偏在につ

いて住民側に不満を引き起こす恐れがある。 

12) 地域内で

の利害対立 
B-   B-   本事業は、大ヤンゴン圏の交通渋滞解消を図るものであり、地域内

での利害や対立を引き起こすものではない。しかし、橋梁・取り付

け道路の設置場所選定とその理由、工事段階での工事車両・機械の

稼動、作業労働者の滞在等による生活・生産活動の一時的阻害や供

用時の利用等につき、住民や地域関係機関等に対して、情報公開や

説明の適切な配慮を行わなかった場合には、地域内で利害の対立を

引き起こす恐れがある。 

  B-   B- 

13) 文化的、

歴史的、考古

学的あるいは

宗教的施設・

サイト 

D    B-   

1) 事業対象地及びその周辺には、保護対象となるような文化的、歴

史的、考古学的あるいは宗教的施設・サイトは存在しない。2) な

お、今年になりタンリン・タウンシップ側の取り付け道路用地(ミャ

ンマー鉄道所有地）に住宅開発の民間企業により、小規模な祈祷所

(仏教及び伝統的宗教）が設置されたが、ミャンマー国鉄によれば、

道路建設の際には撤去あるいは移設されることで合意が得られてい

る。 

  D   D 影響は想定されない。 

14) 水利権・

漁業権・入会

権 

B-   B-   

1) 事業対象区域のバゴー川水面及び河岸は MPAの管理区域である

が、水利権は水資源改善局が所有する。2) 漁業権には、水面を特定

した権利 (Grant) 及び単なる漁業認可 (License) の 2種類があ

る。橋梁予定地付近のバゴー川水面には、Grantは設定されていない

ので、新橋梁建設に際して漁業者の許可は必要とされない。しか

し、現在橋梁予定地周辺で小規模であるが漁業活動が行われている

ので、橋梁工事による漁業活動への影響がわずかではあるが想定さ

れる。3) 入会権の設定はない。 

  D   D 影響は想定されない。 

15) 景観 

C-   D   

工事中は、工事用資機材の搬出入、橋梁・道路建設等により、現況

景観が一時的に、かつ部分的に損なわれるが、無視できるレベルと

想定される。 

  C-   B- 

1) 橋梁及び取り付け道路の出現により現況景観の変化が想定され

る。2) バゴー橋は既設タンリン橋梁の下流約 150ｍに設置されるの

で、両橋梁が景観的に調和するような配慮が必要となる。 

16) 公衆衛

生・健康 B-   B-   

工事中の工事用車両・機械、プラント等の稼動による大気汚染物や

騒音等により、一時的ではあるが、周辺住民や資機材搬入路に面し

た住民への健康・公衆衛生上への影響が懸念される。 

  B-   B- 
通過車両数の増加に伴う大気汚染物発生量増大で、呼吸器系疾患等

の発症増加の恐れがある。 

17) HIV/AIDS

等の感染症 
B-   B-   

大規模な工事は想定されないが、流入する工事作業員の宿舎や女性

との接触で、HIV/AIDS や他の感染症発生の可能性が考えられる。 

  C-   D 影響は想定されない。 

18) 労働条件

（労働安全環

境を含む） 

B-   B-   
工事内容や作業環境によっては、工事作業者の健康、安全が損なわ

れる可能性がある。 

  D   D 影響は想定されない。 

19) 災害・治

安等のリスク 
C-   B-   

災害や治安リスクを高める開発行為ではないが、工事作業者の流

入・滞在で犯罪が増加する可能性がある 

  D   D 影響は想定されない。 

20) 事故 
B-   B-   

1) 資機材搬出入等の工事用車両・船舶による事故、建設工事中の事

故の発生が想定される。 

  B-   B- 

橋梁建設で交通渋滞を解消するが、一方で、 供用後渋滞解消で交通

量が増え、かつ車両走行速度も増加するので、交通事故増加の可能

性がある。 

21) 日照権阻 D   D   橋梁の周辺は河川であり、また取り付け道路の近傍には家屋・ビル
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害   D   D 等が存在しないので日照権阻害の恐れはない。 

22) 電磁波障

害 
D   D   橋梁の周辺は河川であり、また取り付け道路の近傍には家屋・ビル

等が存在しないので電磁波障害の恐れはない。   D   D 

（2）自然環境 

23) 保護指定

地区 

C-   B-   

1) 橋梁・取り付け道路予定地は保護指定地域ではなく、また環境影

響に敏感な脆弱な地域（Environmentally Sensitive Area）でもな

い。2) しかし、既設タンリン橋の上流側に隣接して国立民俗公園が

あり、市民の憩いの場となっている(最大入場者約 1,000人／日）。

このため、工事車両等による渋滞で公園利用者のアクセスに影響が

出る可能性がある。 

  B+   B+ 
橋梁建設のよる渋滞解消で、国立民俗公園へのアクセスが改善され

る。 

24) 動植物・

生態系（陸

域） 

C-   B-   1) 現地調査によれば、対象地域には、IUCNのレッドリストに登録さ

れている絶滅の恐れのある植物(Globally threatened speicies)が 2

種分布する。2) 貴重な植物種ではないが道路周辺には緑化を兼ねて

多くの樹木が植栽されている。工事のため、樹木の伐採、撤去ある

いは移設により、道路周辺の緑の多い景観が消失する恐れがある。 

  C-   B- 

25) 動植物・

生態系（水

域） 

B-   B-   1) 橋梁建設予定地周辺には、貴重な、あるいは絶滅の危機に瀕する

植物・動物は存在せず、環境影響に敏感な脆弱な地域

（Environmentally Sensitive Area）でもない。2) バゴー川は感潮

河川であり、マングローブ植生が河岸干潟に分布している。マング

ローブ林は、感潮河川の干潟に分布し魚類資源再生産の場として重

要であり、またバゴー川河岸の自然景観を構成し、災害時の高波、

津波などの防潮林の機能も有する。「ミ」国ではエーヤワディ―デ

ルタ等に広く豊富に分布するが、バゴー川の分布は河岸干潟に限ら

れる。このうち、既設タンリン橋の右岸上流側に、国立民俗公園に

隣接する河岸に小規模であるが、自然性の高いマングローブ林が見

られる。一方、橋梁建設予定地付近にはマングローブは単木として

散在するのみであるが、橋梁建設工事によるマングローブ植生への

影響の恐れがある。 

  B-   B- 

26) 水象 

B-   B-   

 橋梁の橋脚や基礎設置のための掘削、浚渫工事等により、河川地形

（河床）や、流況の変化ならびに水質・底質への影響が想定され

る。 

  B-   B- 
橋梁の橋脚や基礎の設置状況によっては、流況,の変化、河床の洗掘

発生の可能性がある。 

27) 地形・地

質 C-   D   

大規模あるいは重要な陸域の地形・地質を改変する開発行為ではな

い。また、橋梁建設工事の際に、浚渫、掘削工事で河底の一部を浚

渫、掘削するが、地形・地質を改変するものではない。 

  D   D 影響は想定されない。 

28) 土壌侵食 
C-   B-   

雨期の工事では切土、盛土工事等により、小規模だが土壌侵食や表

層土壌不安定化の発生リスクが想定される。 

28) 土壌侵食   D   D 影響は想定されない。 

29) 地下水の

状況 
C-   D   

予定地周辺の地下水は塩分濃度が高く、工事用水には適さないた

め、地下水の利用は想定されない。 

  D   D 影響は想定されない。 

30) 沿岸域 B-   B-   橋梁の橋脚や基礎設置のための掘削、浚渫工事等により河川地形

や、流況の変化が想定され、それに伴い河岸の浸食や土砂堆積の恐

れがある。 
  B-   B- 

31) 局地的気

象 
D   D   橋梁・道路周辺は周辺は緑地及び河川であり、高層の建物建設や大

規模な地形改変はないので局地的気象変化への影響は想定されな

い。 
  D   D 

32) 地球温暖

化／気候変動 D   D   

工事段階の建設機械及び工事車両による温室効果ガスの排出が想定

されるが、規模は大きくないことから、越境の影響や気候変動にか

かる影響等はほとんどないと考えられる。 

  D   D 
通過車両数増加による温室効果ガスの排出量の増加が想定される

が、規模は大きくないことから、地球温暖化や気候変動にかかる影
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響等はほとんどないと考えられる。 

（3）環境汚染 

33) 大気汚染 

B-   B-   

1) 大気質の環境基準は設定されていない。2) 工事用車両・重機の

稼動等に伴い、稼働ピークや低速通行時等一時的ではあるが、大気

質の悪化が想定される。動力電源は常時供給される電力による稼働

するが、ポンプやブロワ―用にディーゼル燃料によるジェネレータ

電源が使用されるため、それによる大気汚染物質（粒子状物質や

NOx）などの発生が想定される。 

  B-   B- 

1) 橋梁新設により、道路の流れがより円滑となり、渋滞時のアイド

リング等による Noxなど大気汚染物の排出が減少することが想定さ

れる。 2) 他方、通過交通量の増加（現行 15,000台／日から 2040

年時点で 25,000台／日）により、排ガスによる大気汚染物の排出が

増加する可能性がある。 

34) 水質汚濁 

B-   B-   

1) 「ミ」国では、水質の環境基準は設定されていない。2) 工事段

階では、一時的ではあるが以下のような水質汚濁物質の発生が想定

される。 

1)工事現場、工事用重機・車両、資機材搬入出用船舶、工事宿舎か

らの排出水、機械油・燃料オイル等の排出。 

2)地盤工事、盛土、切土露出部からの土壌流出による汚濁排水。 

3)河床の掘削、浚渫工事により舞い上がった河床泥土による汚濁物

質発生。 

        D 影響は想定されない。 

35) 土壌汚染 
B-   B-   

工事現場、工事用重機・車両、工事宿舎からの排出物、オイル等に

よる土壌汚染の可能性が考えられる。 

    C-   D 影響は想定されない。 

36) 底質汚染 

B-   B-   

河川の浚渫・掘削工事や橋梁建設で発生する土砂類、水質汚濁物質

の沈降・堆積、汚染された底泥の舞い上がり等により、河川底質の

汚染が増加する可能性がある。 

  D   D 影響は想定されない。 

37) 廃棄物 
B-   B-   

工事現場から浚渫汚泥・建設残土・廃材等が、また作業員宿舎等か

ら廃棄物が発生する。 

  C-   D 周辺環境に影響を及ぼすような廃棄物の発生は想定されない。 

38) 騒音・振

動 B-   B-   

1) 「ミ」国では、騒音・振動の環境基準は設定されていない。2) 

工事用車両・船舶・機械等の稼働及び建設工事による騒音・振動が

発生する。 

  C-   B- 

病院、学校、寺院等の特に静穏な環境が必要な施設は取り付け道路

から離れているが、車両交通量の増加により、騒音・振動の発生量

が増加し、影響が生じる恐れがある。 

39) 地盤沈下 D   D   大規模な地下水汲み上げを伴う開発行為ではないので、地盤沈下の

恐れはない。   D   D 

40) 悪臭 

C-   B-   

1) 工事用の車両・機械に排ガス整備不良のものがある場合、悪臭発

生が想定される。2) 橋梁の掘削・浚渫工事で舞い上がった底泥によ

る悪臭発生の可能性がある。 

  C-   D 

「ミ」国では車両・機械の排ガス整備の不十分なものが多く、供用

後に増加する通過車両による悪臭発生量の増加が想定されるが、周

辺が河川並びに住宅地から離れているので、無視できるレベルであ

る。 

 
注 1) * 環境項目は、「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）をベースに、「ミ」国の環境関連の法規制、

並びにプロジェクトの特性及び対象地域の状況を考慮して選定した。 

注 2) ** 環境項目のうち、「ジェンダー」（Gender）及び「子供の権利」（Children's right）に関する影響は、社会

環境項目すべてに関連するので、それぞれの項目に内包させた。 

注 3) *** プロジェクトの実施段階区分：I（計画段階）/II（工事段階）及び III(供用段階)に区分した。 

注 4) **** 評価分類：プロジェクトによる負の影響 (Negative impact、 (-) )及び正の影響（ Positive 

impact,(+) ）を対象とする。A (+/-) －重大な影響見込まれる。B (+/-) －重大ではないが、多少の影響が見込ま
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れる。  C (+/-) －影響の度合いは不明（検討の必要あり。調査の進捗に併せて影響が明らかになる場合もある）。

D－影響なし。IEEあるは EIAの対象としない。 

出典：JICA調査団 

 

(2)プロジェクトのカテゴリ分類確認結果 

影響の予測・評価の結果、本プロジェクトは、以下の理由から、スコーピング段階と同じカテゴリ

Bに相当するものと位置づけられる。 

(i) プロジェクトは、JICA ガイドライン別紙 3 に掲げられている影響を及ぼしやすいセク

ター、特性、地域のいずれも相当しない。 

(ii) 環境への影響の予測・評価の結果では、重大で望ましくない影響(負の影響)を受ける

（評定(A-)）環境項目はみられず、すべての環境項目について、重大ではないがある程

度の望ましくない影響を受ける (B-) 、あるいは望ましくない影響が最小限かあるいは

ほとんどないと考えられる(D)となっている。 

 

12.3.3 負の影響の緩和策と環境管理計画 

(1) 環境や社会への重大ではないがある程度の望ましくない影響を受ける項目 

上記の表 12.8 で影響・評価された環境項目のうち、環境や社会への重大ではないがある程度の望ましくな

い影響（負の影響）を与える環境項目(評定(B-)を、計画段階(I)、建設段階(II)及び供用段階(III)別に示すと

以下のとおりである。 

1) 計画段階 

(i) 社会環境－非自発的住民移転、 

(ii) 自然環境－なし。 

(iii) 環境汚染－なし。 

2) 建設段階 

(i) 社会環境－漁業活動、土地利用・地域資源利用、既存の社会インフラや社会サービス-1(道路・

鉄道）、既存の社会インフラや社会サービス-3 その他（通学、通院等）、HIV/AIDS 等の感染症、

労働条件（労働安全環境を含む）、事故 

(ii) 自然環境－保護指定地区、動植物・生態系（陸域）、動植物・生態系（水域）、水象、土壌侵食、

沿岸域 

(iii) 環境汚染－大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、底質汚染、廃棄物、騒音・振動、悪臭 

3) 供用段階 

(i) 社会環境－漁業活動、既存の社会インフラや社会サービス - 2 （船舶航行）、景観、公衆衛生・

健康、事故 

(ii) 自然環境－動植物・生態系（陸域）、水象、沿岸域 
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(iii) 環境汚染－大気汚染、騒音・振動、悪臭 

4) 全段階共通 

(i) 社会環境－社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織、被害と便益の偏在、地域内

での利害対立 

(ii) 自然環境－なし。 

(iii) 環境汚染－なし。 

(4) 負の影響に対する緩和策及び環境管理計画 

上記で抽出された負の影響について、その影響を防止、最小化、除去あるいは軽減して、プロジェクトが所

期の目的を環境への負荷を最小にして達成できるように一連の緩和策（モニタリング、さらに必要な調査も含

む）を抽出し、それらに対する実施機関、管理・責任機関の関係を明らかにし、環境管理計画 

(Environmental Management Plan, EMP) として、整理した。表 12.10 にその結果を示す。 

表 12.10 「負」の影響の緩和策及び環境管理計画 

環境項目* 
評

価 
緩和策等 

実施

機関

** 

監督機関

** 

（I） 計画段階 

（１）社会環境 

1) 非自発的住

民移転（用地取

得・住民移転

等） 

B- 

1) 予定地内の土地収用、住民移転に関しては、早い段階か

らステークホルダー（PAPを含む周辺住民、行政機関、住民

代表組織、NGOなど）への情報公開とステークホルダー協議

を行い、合意を図る。2) インベントリ調査によって、影響

を受ける可能性のある土地、資産、構造物をリストアップ

し、PAPsの発生及び内容を把握する。3) カットオフデート

を設定し、PAPsの受給資格を同定する。それに基づいて、

PAPsごとに必要な補償・支援を行う。4) 簡易移転行動計画

の作成を行う。 

PW 

YCDC, 

YRDC, 

GAD, 

MOECAF 

(II) 建設段階 

（１）社会環境 

3) 漁業活動 B- 

橋梁工事に際して、漁業者に配慮し工事スケジュールの伝

達、工事区域の標識設置及び監視要員を配置を行う。 CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

4) 土地利用や

地域資源利用 
B- 

1) 橋梁・道路の建設に係る建設資材（石・礫・砂・土及び

機材）やプラント等の調達計画を作成する。資材・プラント

入手および輸送に関して、必要な認可手続きや環境への負の

影響を生じない対策を講じる 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

5) 既存の社会

インフラや社会

サービス -1 道

路・鉄道交通 

B- 

以下のような対策が必要である。1) 工事内容とその予定に

関する事前の公示。2) 工事作業、資材等運搬車両運行に係

る時間帯シフトを含めた取り決めおよびその遵守。交通整理

要員の配置。3) 工事車両の慎重（丁寧）な運転と速度自主

規制。4)建設業者による工事車輌運転手、建設作業員の交通

安全指導の徹底。5) 工事車両走行道路の散水による粉じん

発生の抑制。6) 工事用車両の荷台に建設残土等の飛散防止

カバーの設置。7) 周辺住民等からの苦情受け付け窓口の設

置と担当者の配置。 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

7) 既存の社会

インフラや社会

サービス - 3  

その他（通学、

通院等） 

B- CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 
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16) 公衆衛生・

健康 
B- 

1) 工事用車両、機材の排ガス整備および良質の燃料・オイ

ル使用などの大気汚染物排出防止対策。2) 工事車両走行道

路の散水による粉じん発生の抑制。3) 車両の荷台からの建

設残土等の飛散防止カバーの設置。4) 周辺住民等からの苦

情受け付け窓口の設置。5) 必要に応じて周辺住民の健康調

査。 

CT 

17) HIV/AIDS等

の感染症 
B- 

1) 工事作業者および周辺住民等への感染症および HIV/AIDS

教育を徹底する。2) HIV/AIDSの現状およびモニタリング調

査 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

18) 労働条件

（労働安全環境

を含む） 

B- 

1) 現状および供用後の工事従事スタッフ、作業員等の労働

安全・健康調査。 CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

20) 事故 B- 

1) 既存の工事中の事故及び交通事故の発生と要因把握。2) 

工事中の事故防止対策。3)工事作業員及びドライバー、歩行

者への交通安全の啓蒙・教育。4)工事作業者は、できる限り

現場やコミュニティに馴染みのある地元の人間を雇用する。 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

（2）自然環境 

23) 保護指定地

区 
B- 

国立民俗公園へのアクセスに支障がないように、進入ルート

付近では、工事車両の通行ルート、時間帯の検討、交通整理

要員の配置などを行う。 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

24) 動植物・生

態系（陸域） 
B- 

1) 工事計画で貴重な植物・動物、生態系のある場所は避け

る。避けられない場合は、移植等の措置を講ずる。2) 取り

付け道路予定地付近の樹木は伐採あるいは移植については、

事前に MOECAFの森林局に届け出て認可を受ける。伐採ある

いは移植については YCDC運動場・公園・園芸局に有料で処

理を依頼する。、4) 取り付け道路にグリーンベルト等の設

置。 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

25) 動植物・生

態系（水域） 
B- 

1) マングローブの除去が必要な場合は、YCDC運動場・公

園・園芸部に事前に申請して、移植の認可を得る。2) マン

グローブ林及び単木の生育状況モニタリング。 

CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

26) 水象 B- 

1) 橋梁基礎工事での洗掘防止対策。2) 河床の洗掘状況のモ

ニタリング。 CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

28) 土壌侵食 B- 

1) 工事中の土砂流出対策。橋梁・道路周辺の雨水排水路の

整備。 CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

30) 沿岸域 B- 

1) 橋梁基礎工事での洗掘防止対策。2) 河床の洗掘状況のモ

ニタリング。 CT 

PW, YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

（3）環境汚染 

33) 大気汚染 B- 

1) 工事用車両、機材の排ガス整備および良質の燃料・オイ

ル使用などの大気汚染物排出防止対策。2) 建設車輌・機械

等の慎重な運転と速度自主規制。3) 苦情窓口の設置。4)苦

情等に基づく大気環境モニタリングの実施。  

PW 

YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

34) 水質汚濁 B- 

1)土砂を含んだ濁度の高い工事排水は沈殿池に導き、土砂を

沈殿させた上で、その上澄みを臨時の排水管や側溝を作っ

て、河川等に放流させる。2) 濁度がひどい場合には、シル

トトラップ等により濁度を下げる。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

28) 土壌汚染 B- 

1) 建設用機械や車両のオイル等の貯留や安全廃棄を図る。

2) 盛り土面では安定斜面を維持する。3) 土盛りによる排水

路の保護を行う。4) 埋め戻し土砂表面の適切な締め固めを

行う。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

36) 底質汚染 B- 
囲い仮締切工などの採用により、河底の浚渫・掘削の際に、

底泥が舞い上がり、飛散等を防止する。 PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

37) 廃棄物 B- 
1)建設残土・廃材、作業員宿舎等からの廃棄物並びに有害廃

棄物は、分別収集し、一時保管場所を設けて貯留し、極力処 PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 
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理および再利用を図り、それ以外のものは搬出して最終処分

場で埋立処分を行う。2)廃棄物の最終処分先の確保。3)廃棄

物の 3R（Reduce, Reuse, Recycle）に基づく工事作業者へ

の教育・啓蒙。 

37) 騒音・振動 B- 

1)工事用車両や建設機材の騒音発生防止対策（低騒音機種の

採用、音遮断フェンスの設置等）を検討する。2) 工事の場

所や工事の時間帯をずらすなどの騒音の影響軽減策を検討す

る。3) 建設車輌・機械等の慎重な運転と速度自主規制。4) 

苦情窓口の設置。5) 苦情等に基づく騒音のモニタリング実

施。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

39) 悪臭 B- 

1) 自動車排ガス対策（車両の排ガス点検整備等）。2) 囲い

仮締切工などの採用により、河底の浚渫・掘削の際に、底泥

の飛散等を防止する。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

(III) 供用段階 

（１）社会環境 

3) 漁業活動 B- 
橋梁工事に際して、漁業者に配慮し工事スケジュールの伝

達、工事区域の標識設置及び監視要員を配置を行う。 PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

6) 既存の社会

インフラや社会

サービス - 2 

船舶航行 

B- 

現在の航路がへ変化しないように、掘削、水路底面の管理・

制御を行う。 
PW 

YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

15) 景観 B- 

1) バゴー橋は既設タンリン橋梁の下流約 150ｍに設置される

ので、両橋梁が景観的に調和するような配慮が必要となる。

橋梁の構造、外観、デザイン等に配慮する。両橋の径間割を

合わせる事で、流況を安定させるとともに両橋に統一感を与

える。2) 取り付け道路用地の境界付近に樹木や植栽からな

る緩衝ゾーンを設置し、通過車両からの大気汚染物、騒音、

悪臭を低減を図るとともに、施設計画でデザイン、配置など

に配慮し、周辺からの景観イメージを高める。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

16) 公衆衛生・

健康 
B- 

1) 供用後の交通量、走行速度増加に伴う大気汚染物質排出

防止対策。2) 自動車排ガス対策（車両の排ガス点検整備

等）。3) 道路周辺の大気環境モニタリング。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

20) 事故 B- 
1)ドライバー、道路利用者への交通安全の啓蒙・教育。2) 

交通事故件数と事故要因の把握。 PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

（2）自然環境 

24) 動植物・生

態系（陸域） 
B- 

1) 樹木の伐採は最小限とし、撤去した樹木は移植あるいは

同規模の樹種による植林をする。2) 道路端の緑地帯を設け

る。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

26) 水象 B- 
1) 橋梁基礎工事での洗掘防止対策。2) 河床の洗掘状況のモ

ニタリング。 PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

30) 沿岸域 B- 

橋脚の位置、基礎の設計等において、河川地形や、流況の変

化を最小限に抑える設計を考慮する。具体的には、橋脚断面

を小判形にする、フーチングの根入れを十分確保する。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

（3）環境汚染 

33) 大気汚染 B- 

1) 供用後の交通量、走行速度増加に伴う大気汚染物質排出

防止対策。2) 自動車排ガス対策（車両の排ガス点検整備

等）。3) 道路周辺の大気環境モニタリング。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

37) 騒音・振動 B- 

1) 通過車両の車両整備の改善や過剰搭載の防止を図る。2) 

設置場所や稼働の時間帯をずらすなど、騒音の影響軽減策を

検討する。3) 騒音のモニタリング。 

PW 
YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

(IV) 全段階 

（１）社会環境 

8) 社会関係資

本や地域の意思

決定機関等の社

B- 

計画段階から、橋梁・取り付け道路の設置場所選定とその理

由、工事段階での工事車両・機械の稼動、作業労働者の滞在

等による生活・生産活動の一時的阻害や供用時の利用等につ
PW 

YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 
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会組織 き、住民や地域関係機関等に対して、ステークホルダー協議

の場等を通じて情報公開し、計画内容の浸透を図る。 

11) 被害と便益

の偏在 
B- 

1) 橋梁建設計画による便益と被害の公平性について納得で

きるように、計画段階から情報公開と地域のステークホルダ

ーである地域住民、コミュニティの代表組織(CBO)、NGOなど

との協議を通じて、住民参加や合意形成に十分配慮する。2) 

建設工事の作業には、地元住民や貧困者を優先的に雇用する

ように配慮する。3) 広報・苦情窓口の設置と担当者の配

置。 

PW 

YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

12) 地域内での

利害対立 
B- 

1) 橋梁建設計画による計画による利害の対立が生じないよ

うに、計画段階から情報公開と地域のステークホルダーであ

る地域住民、コミュニティの代表組織(CBO)、NGOなどとの協

議を通じて、住民参加や合意形成に十分配慮する。2) 広

報・苦情窓口の設置と担当者の配置。 

PW 

YCDC, 

YRDC, 

MOECAF 

注 1： * 番号は、環境項目の設定番号に対応。 

注 2：** CT - 建設業者、MOECAF - 環境保全林業省 

出典：JICA調査団 

 

12.3.4 環境モニタリング計画 

環境モニタリング計画(Environmental Monitoring Plan) は、事業実施による潜在的な負の影響に対し

て、その発現の可能性あるいは有無、程度、状況等につきモニタリングの基本的な内容を示すもの

である。表 12.11 に環境モニタリング計画の内容を、対象項目ごとに示す。 

 

表 12.11 環境モニタリング計画の内容 

分類 

対象（負

の影響

等） 

モニタリ

ング指標 
モニタリング方法 

モニタリ

ング場所 

モニタリ

ング頻度

(時期） 

実施機

関* 

責任・監

視機関* 

モニタリン

グ費用 

(USD)** 

(I) 計画段階 
1) 許
認可

等 

事業に係

る EIA認

可の取得 

事業計画

書及び
IEE/EIA
報告書の

提出及び

環境認可

証 

1) 外国政府機関

支援の公共プロジ

ェクトに関する事業

認可・環境認可の

手続きを通じて取

得する。2) EIA-P
制定を想定した環

境認可手続きの適

用有無を

MOECAF に確認

する。 

FERD、

PD、
MOECAF 

計画段階 PW FERD、

PD、
MOECAF 

<PW> 

ユーティリ

ティ 1－電

柱の移設 

取付け道

路予定地

内の電柱 

YCDC及び電力公

社への事前申請、

認可取得、移設の

状況 

取り付け

道路及び

橋梁用地

内 

工事開始

前 

PW, CT YCDC、

YRDC、
MEPE 

<PW> 

ユーティリ

ティ 2－燃

料パイプ

ライン(ディ

ーゼル燃

料、CNG)

の安全性

確保 

取付け道

路用地内

のパイプ

ライン 

管轄するミャンマ

ー国鉄、石油製品

販売公社、石油・

ガス公社への事前

申請、認可取得、

移設・保護状況 

取り付け

道路及び

橋梁用地

内 

工事開始

前 

PW, CT YCDC、

YRDC、

MGOE、
MPPE 

<PW> 
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河川及び

河岸域で

の工事認

可 

工事認可

証 

MPA への事前申請 バゴー川

及び河岸 

工事開始

前 

PW, CT YCDC、

YRDC、
MPA 

<PW> 

樹木の伐

採・撤去、

移植 

樹木の伐

採・撤去、

移植状況 

YCDC-PPGDへの事

前申請、認可取

得、移植等の状況 

工事区域

及び周辺 

工事開始

前 

PW, CT YCDC、 
YRDC、
MOECAF 

16000(全） 

2) 社

会環

境 

非自発的

住民移転

に関する

手続き 

簡易住民

移転計画 

簡易住民移転計画

の作成 

工事区域

及び周辺 

計画段階 PW GAD, 
YCDC, 
YRDC 

補償及び支

援費用で対

応。 

補償及び

事業・生

計支援の

達成状況 

被影響者

(PAPs)の

事業・生

計・生活

回復状況 

PAPs への個別ヒア

リング 
工事区域

及び周辺 

年 2回(工

事開始

後） 

PW GAD, 
YCDC, 
YRDC 

(II) 建設段階 
1) 社

会環

境 

住民から

の苦情・

要望等 

工事全般

の要望・

苦情の件

数及びそ

の内容 

苦情受付窓口での

苦情・要望受付。 
工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

漁業活動 漁業活動

の阻害 

漁業者からの苦情 工事区域

及び周辺 

漁業活動

のある日 

CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

工事によ

る交通遮

断、公共

施設等へ

のアクセ

ス障害状

況 

交通・ア

クセス等

への要

望・苦情

の内容 

とその件

数 

取り付け道路及び

接続する関連道路 

工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

健康・公

衆衛生 

工事場所

周辺住民

の健康状

況 

工事場所周辺住民

の健康調査、ヒア

リング。 

工事区域

及び周辺 

周辺住民

から体調

異常や疾

病等の健

康被害が

報告され

た場合 

CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

HIV/AIDS
などの感

染症 

HIV/AIDS
などの感

染症の発

症件数 

HIV/AIDS などの

感染症の検査 
工事区域

及び周辺 

建設工事

開始時及

び終了時 

CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

労働環境 1) 目視

による観

察、2)工

事作業員

からの申

告 

作業員の健康調

査、ヒアリング 
工事区域

及び周辺 

作業者の

状況観察

で異常が

見られた

場合及び

作業者か

ら申告が

あった場

合。 

CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

災害・危

険・リス

ク 

災害・リ

スク発生

件数 

災害・リスク発生

の報告、ヒアリン

グ。 

工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 



バゴー橋建設事業 協力準備調査 ファイナルレポート 和文要約 

144 

事故 原因別事

故の内容

と発生件

数 

事故発生の報告、

ヒアリング。 
工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

2) 自

然環

境 

絶滅危惧

種の保全 

2 種の絶

滅危惧植

物種 

生育分布状況調査 工事区域

及び周辺 

年 1回 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

マングロ

ーブ植生

の保全 

バゴー川

河岸干潟

のマング

ローブの

生育状況 

1) 目視による バゴー川

河岸(両

岸上下流

500ｍ） 

年 1 回 CT, PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

3) 環

境汚

染 

大気汚染 発生粉じ

んなどの

定性的チ

ェック 

目視による 工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

大気質の

定量的調

査 

大気質（SO2、

NO2、CO、PM10、

PM2.5)の測定 

2地点

(取付け

道路付

近） 

3回／年

(乾期） 

CT、

PW、
LC 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

8,900／年 

水質汚濁 水質の定

性的チェ

ック 

1) 目視による観

察、2) 住民等か

らの苦情 

工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

河川水質

の定量的

調査 

河川水質(pH, 

BOD, TS, SS,濁

度)の測定 

バゴー橋

下流 2地

点(表

層、底

層） 

3回／年

(乾期） 

CT、

PW、
LC 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

8,900／年 

土壌汚染 建設機

械・車両

のオイル

等による

汚染 

目視によるオイル

等の混入状況観

察。 

工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

l 廃棄物 廃棄物 目視による排出及

び処理・保管状況

の観察。 

工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

 騒音 工事騒音

のチェッ

ク 

目視による観察 工事区域

及び周辺 

毎日 CT、
PW 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<CT> 

騒音の定

量的調査 

騒音計による測

定。 

2地点

(取付け

道路付

近） 

3回／年

(乾期） 

CT、

PW、
LC 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

5,100／年 

(III) 供用段階 
1) 社

会環

境 

a) 住民か

らの苦

情・要望

等 

苦情・要

望件数及

びその内

容 

1) ステークホル

ダー協議の開催。

2) 苦情窓口の設

置と担当者配置。 

対象地域

全域 
1) 原則的

には随

時。2) 苦
情・要望

が確認さ

れた場 

合。 

PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

b) 健康・

公衆衛生 
地域住民

の健康状

況 

地域住民の健康調

査、ヒアリング 
工事区域

及び周辺 

地域住民

から体調

異常や疾

病等の健

康被害が

PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 
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報告され

た場合。 

e) 景観 周辺から

の景観、

周辺との

違和感の

有無 

外観・目視等によ

る。 
新橋梁及

び既設タ

ンリン橋 

供用開始

以降、年 1
回。 

PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

c) 事故 原因別事

故の内容

と発生件

数 

事故の報告、ヒア

リング。 
工事区域

及び周辺 

事故の発

生やその

報告があ

った場

合。 

PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

2) 自

然環

境 

河川流

況、河岸

浸食・堆

積 

バゴー川

の水量、

凍結状況 

目視及び河川流量

観測点データ入

手。 

バゴー川 毎月(維持

管理上必

要があれ

ば、毎

日） 

PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

3) 環

境汚

染 

大気汚染 道路交通

等による

大気汚染 

大気汚染物の計測 4 地点（タ

ケタ TS

側１、タン

リン TS 側

１、バック

グラウンド

2） 

年 2回

（乾期） 

PW、
LC 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

8,500／年 

 騒音 道路交通

等による

騒音 

騒音計での測定 4地点

（大気質 

年 2回

（乾期） 

PW、
LC 

YCDC、

YRDC、
MOECAF 

5,300／年 

(IV) 全段階 

1) 社
会環

境 

a) プロジ

ェクト全

体の住

民・地域

への受容

状況 

要望・苦

情の内容

と件数

（便益・

被害の公

平性、コ

ンフリク

ト発生、

その他） 

1) ステークホル

ダー・ミーティン

グの開催。2) 苦
情窓口の設置と担

当者配置。 

対象地域

全域 

苦情受付

窓口並び

にステー

クホルダ

ー協議等

で要望・

苦情が寄

せられた

場合。 

CT, PW YCDC、

YRDC、
MOECAF 

<PW> 

注1） 実施機関、責任・監視機関－CT: 建設業者、LC: ローカルコンサルタント、 MPA - ミャンマー港湾公社、

FERD -海外経済関係局、 PD - 計画局、MEPE - ミャンマー電力公社、MPPE - ミャンマー石油販売公社、

MGOE - ミャンマーガス・燃料公社。 

注2） <PW> - PWがプロジェクト管理経費で負担。   <CT> 建設業者が建設管理経費で負担。 

出典：JICA調査団 

 

12.4 非自発的住民移転 

12.4.1 用地取得・住民移転の必要性 

(1) 想定される用地取得・住民移転 
バゴー橋と取付け道路の用地は、公共用地であり、ミャンマー国鉄が所有している。交差点付近は

一部 YCDCの用地も含まれているが、いずれにしても公共用地であるので、政府内の省庁間及び
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YCDCとの協議で、建設省に譲渡あるいは貸与されるものと想定される。したがって、いわゆる用地

取得あるいは譲渡による補償・支援の対象とはならない。 

しかし、露店、家屋、小規模な宗教施設などの構造物や樹木が影響域に存在するので、それらの移

設や撤去等に伴う損失の発生が想定される。このための適切な補償あるいは事業あるいは生活再建

対策支援が必要になる。 

 

(2) 非自発的住民移転の回避あるいは最小化 
上述したように、橋梁及び取付け道路計画では、非自発的住民移転の回避あるいは最小化する対策

を講じている。 

1) モンキーポイント(ルート１)、バゴーポイント(ルート 2)及び既設タンリン橋近傍（ルート 3）の 3 つの渡河

ルートでは、非自発的住民移転の発生が最も少ないと想定されるルート 3 が選定された。 

2) 既設タンリン橋近傍の架橋位置については、上流側（ルート A 及び B）及び下流側(ルート C)につい

て、比較検討し、非自発的住民移転の発生が最も少ないルート C が選定された。 

3) 取付け道路の道路端はスロープ形式とせず、垂直に擁壁を立てることで隣接する土地利用への影響

を少なくした。 

 
12.4.2 用地取得・住民移転に係る法的枠組み 

 (1)「ミ」国の法的法的枠組み 
「ミ」国の土地問題、土地管理、土地所有権に関しては、土地国有化法（1953）、借地権処理法

（1963）、用地取得法（1894）、森林法（1992）、農地法（2012）等多くの重要な法律がある。そ

れらの中で、用地取得法（Land Acquisition Act, 1894）は用地取得に関する中核的な法律である。

英国統治時代の制定された同法は、「ミ」国の用地取得と住民移転に関して現在でも中核的な法律

である。 

MOECAFと内務省 (Ministry of Home Affairs) や地方政府による手続きとの整合の問題、システム

の制度的管理を行う MOEAFの能力の問題等があって、現段階では新しい適切なシステムはできて

いない。 
用地取得法（1894）による用地取得のプロセスは以下の５段階に要約される。 
（i）予備調査 
（ii）反対意見のヒアリング 
（iii）対象用地の取得公告 
（iv）測定調査、土地価格と異議申し立て、裁定機関による裁定 

（iv-1）裁定機関は、土地の境界を定め測量し、結果を用地近くの適切な場所に公示する。 
（iv-2）裁定（Award）の調査（用地面積と補償）  

（iv-3）苦情 

（iv-4）法廷への提訴 

（v） 支払いと土地所有権の移転 

 
(2)非自発的住民移転の方針に関する JICAガイドラインと「ミ」国の法制度との比較 

非自発的住民移転の方針に関しては、JICAガイドラインと「ミ」国の法制度との間に若干のギャッ

プがある(表 12.12参照)。 
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表 12.12  JICA ガイドラインと「ミ」国の法制度との比較、差異とその解消方法 

No. 
JICA ガイドライン/ 

世界銀行セーフガード・ポリシー 

「ミ」国の法制度 
差異とその解消方法 

法律名 規定内容 

1 

非自発的住民移転及び生計手段

の喪失（本プロジェクトでは資

産の喪失・移転）は、代替案の

検討により可能な限り回避に努め

ねばならない。 
 

なし 相当する規定を含む「ミ」

国の法令はない。 
 

本プロジェクトの資産撤

去・移転ポリシー（プロジ

ェクトポリシー）に、「代

替案の検討により用地取得

を可能な限り回避する」こ

とを記載する。 

2 

移転回避が可能でない場合には、

影響を最小化し、損失を補償する

ために、対象者との合意の上で実

効性ある対策が講じられなければ

ならない。(JICAガイドライン) 

用地取得法 
(1894 ) 
(条項 3) 

土地の権利を有する者

は、この法の下で用地取

得がされる場合、補償に

関して不満を申し立てる資

格を有すると規定してい

る。しかし、これは影響

を最小化する効果的な方

法を述べたものではな

い。 

影響を最小化して補償を

行う効果的な方法を検討

する。 
 

農地ルール

（2012 ）(条
項 26) 

国と公共の利益のために

農地取得においては適切

な補償がなされる。s 

プロジェクトサイト周辺に

農地はない。 

農地ルール

（2012 ）(条
項 264) 

農地取得の補償は国と公

共の利益のためになされ

る。 

上と同じ 

3 

非自発的住民移転及び生計手段の

喪失（本プロジェクトでは資産

の喪失・移転）の被影響者に対

しては、以前の生活水準や収入機

会、生産水準において改善又は少

なくとも回復できるように、十分

な補償及び支援が与えられなけれ

ばならない。 (JICAガイドライ

ン) 

用地取得法

（1984） 
 (条項 23) 

用地取得により受ける、作
物、樹木、土地資産等の損
壊、住居や事業の移転、利
益の損失等を補償すること
を規定している。しかし、
PAPsが生活水準・収入機
会を改善あるいは少なくと
も回復できるように支援す
ると明確に定めていない。 

多少差異があるので、JICA
の「PAPsの生活水準・収

入機会の改善/回復」に関

するポリシーをプロジェク

トポリシーに記載する。 

4 

補償は、可能な限り完全な再取得

価格に基づかなければならない。 
 (JICA ガイドライン) 

用地取得法

（1984） 
 (条項 23) 

「用地取得通

(Notification )」の公示時点

での土地の市場価格を考慮

すると規定している。 
しかし、「完全な再取得価

格」とは定めていない。 

基本的な差異はないが、

「完全な再取得価格に基づ

き補償する」とプロジェク

トポリシーに記載する。 

5 

補償及びその他の支援は、移転の

前に行われなければならない。 

用地取得法

（1984） 
 (条項 23) 

相当する明確な規定のある

法律はない。 
 

「補償及びその他の支援

は、移転の前に行われなけ

ればならない」とプロジェ

クトポリシーに記載する。 

6 

大規模な非自発的住民移転が生じ

るプロジェクトでは住民移転計画

が作成され、住民の用に供されな

ければならない。 

なし このような規定を有する法

律はない 
（大規模な非自発的住民移

転が生じるプロジェクトで

は住民移転計画作成が必要

と規定した法律はない）。  

プロジェクトポリシーに、

「住民移転計画を作成する

こと」を記載する。 
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No. 
JICA ガイドライン/ 

世界銀行セーフガード・ポリシー 

「ミ」国の法制度 
差異とその解消方法 

法律名 規定内容 

7 

住民移転計画の作成に当たって

は、事前に十分な情報が提供され

た上で、これに基づいた PAPs と
彼らのコミュニティとの協議が行

われなければならない (JICA ガイ

ドライン) 

なし 上と同じ プロジェクトポリシーに

「住民移転計画の作成に当

たっては、事前に十分な情

報が提供された上で、これ

に基づいた PAPs 及び彼ら

のコミュニティとの協議が

行われなければならない」

と記載する。 

8 

住民協議を行う場合、説明は

PAPsが理解できる形式、態度、

言語で行われなければならない。 

なし 上と同じ プロジェクトポリシーに

「住民協議を行う場合、説

明は PAPs が理解できる形

式、態度、言語で行われな

ければならない」と記載す

る。 

9 

非自発的住民移転及び生計手段の

喪失に係る対策の立案、実施、モ

ニタリングには、PAPsと彼らの

コミュニティの適切な参加が促進

されなければならない。 
 (JICA ガイドライン) 

なし 上と同じ。 プロジェクトポリシーに、

「PAPsのプロセスへの適

切な参加が必要」と記載す

る。 

10 

PAPsと彼らのコミュニティが受

け入れやすい適切な苦情処理メカ

ニズムが構築されなければならな

い。 

用地取得法

（1984） 
(条項 5A, 
18)  

条項 5A  
所有の土地が取得されか影

響を受けるすべての人は、

用地取得通知の公示後 30
日以内に異議を申し立てる

ことができる。 
Article 18 
一方、裁定を受け入れない

すべての PAPs は法廷で決

定されるように提訴するこ

とができる。 

基本的に差異はない。 

11 

便益を得ようとする者の流入を防

ぐため、初期ベースライン調査

（適格性カットオフデートに資す

る人口センサス、財産目録、社会

経済調査を含む）を通して、被影

響者は可能な限り早期に特定され

なければならない 
（世界銀行  OP4.12  第 6 条） 

用地取得法

（1984） 
（条項 4) 

用地取得通知は、調査の開

始、対象の土地のマーキン

グのために公示する。 
しかし、人口センサスを含

む初期ベースライン調査に

よる補償資格の同定につい

ては詳細に定められていな

い。 

プロジェクトポリシーに、

カットオフデート（あるい

は用地取得通知）の目的と

内容を具体的に記載する。 

12 

便益を受ける資格を有する被影響

住民は、正式かつ法的な地権（法

律によって認められる習慣上、伝

統上の土地への権利を含む）を持

つ者、占拠地にかかる法的権利が

認められない者を含む。 
（世界銀行 OP4.12 第 15 条） 

用地取得法

（1984） 
（条項 9) 

土地の占有者、土地の所有

権があると知られているか

あるいは信じられているす

べての人間は、用地取得の

通知を受けるかあるいは説

明会に招かれる。 
しかし、補償資格について

は明確に規定されていな

い。 

プロジェクトポリシーに、

「法的な資格がない者も

PAPsに含まれること」を

記載する。 
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No. 
JICA ガイドライン/ 

世界銀行セーフガード・ポリシー 

「ミ」国の法制度 
差異とその解消方法 

法律名 規定内容 

13 

生活が土地をベースにしている

PAPsに対しては、土地ベースの

住民移転方策を優先する。 

なし 生活が土地をベースにして

いる PAPs に対しては、土

地ベースの住民移転方策を

優先するという規定のある

法律はない。 

本プロジェクトでは土地ベ

ースの住民移転はない。 

14 

被影響者に対し、移行期（移転 
から生計回復が図られる期間）に

支援を与える。 
（世界銀行 OP4.12 第 6 条） 

なし 移行期における支援を定め
た法令はない。 

プロジェクトポリシーに、

「PAPsに対して移行期に

支援を与えること」を記載

する。 

15 

移転住民の中でも社会的弱者、特

に貧困ラインより下にある人々や

土地を持たない住民、高齢者、女

性や子ども、少数民族等のニーズ

に特に注意を払う。 
（世界銀行 OP4.12 第 8 条） 

なし 社会的弱者に特に配慮する

ことを定めた法令はない。 
プロジェクトポリシーに、

「PAPsの中でも社会的弱

者に特に配慮すること」を

記載する。 

16 

 200 人以下の用地取得あるいは

200 人以下の非自発的住民移転

が生じるプロジェクトは簡易住

民移転計画書（abbreviated 
resettlement plan :ARP）を作成し

なければならない。 
（世界銀行 OP 4.12 第 25 条） 

なし ARP の作成基準を規定した

法令はない。 
PWは ARP の作成を準備

中である。 

出典： Land related laws of Myanmar, JICA Guidelines and World Bank OP 4.12. 

 
 
(3)本プロジェクトの用地取得・住民移転の方針 
本プロジェクトにおける用地取得・住民移転に関する方針 
PW の本プロジェクトにおける用地取得・住民移転に関する方針は、基本的には「ミ」国の用地取

得法（land Acquisition Act 1894）の枠組みを根拠とする。 
用地取得法の枠組みは、基本的に、JICA ガイドラインを含む国際的な慣行やガイドラインに従って

用地取得が行われるように考慮されているが、表 12.12 に示したように、いくつかのギャップがそ

れらの間に存在する。従って、本プロジェクトの方針は、「ミ」国の用地取得法の枠組みを、いくつ

かの点につき JICA ガイドラインで補完する。 
以下に本プロジェクトの方針を示す。 
 

(i) 代替案の検討を行い、構造物移転・住民移転を可能な限り回避又は最小化する。 
(ii) 移転が避けられない場合は、PAPs の生計が改善または少なくとも回復できるように、十分な

補償や支援を行う。 
(iii) 補償や支援は、以下のような影響を受ける全ての人に提供される。 

・生活水準への負の影響 
・建物への権利、土地利用の権利、商業地・テナント、その他の不動産等への永久的及び一時

的権利への負の影響 
・一時的または永久的な負の影響を受ける、所得機会創出 

(iv) 直近のセンサス及び資産調査の時に影響地域において居住、労働、営業していることが確認

された者は、その損失資産の全てが補償や支援の対象となる。補償は可能な限り再取得価格に
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基づかなければならない。PAPs には、移転前の生活水準や収入機会、生産水準において改善又

は少なくとも回復できるような補償・支援を提供する。 
(v) 資産の一部を失う場合、残りの資産がその後の生計を維持していくのに不十分でないようにす

る。その方法は、補償の手続きの過程で決定される。 
(vi) PW 簡易住民移転計画（ARP ：Abbreviated Resettlement Plan).を作成する。 
(vii) ARP は、PAPs 及び他の関心のあるグループに参考のために公開される。 
(viii) 資産移転の補償は再取得価格の原則に基づいて行う。  
(ix)  PAPs への支援は、直接の損失に対してのみでなく、PAPs の生活水準回復のための移行期間

に対しても行う。 
(x) ARP は、移転の負の影響に対して最も脆弱な人々のニーズに配慮して作成されなければなら

ない。また、彼らの社会経済状況を改善するための支援が提供されなければならない。脆弱な

人々には、貧困層、土地の所有権を持たない人々、先住民族、少数民族、女性、子ども、老人、

障害者等が含まれる。 
(xi) 事業や彼らの権利、検討されている負の影響への緩和策等について、PAPs 及び彼らのコ

ミュニティの意見を聞き、彼らの損失に関する意思決定に参加できるように考慮する。 
(xii) 補償や所得回復対策等を含む必要な費用は全て、予定した実施期間内に用意できる状態とす

る。移転活動に必要な費用は全て、PW が負担する。 
(xiii) 補償費の支払いは、裁判所により補償が決定される場合を除き、全て工事前に完了する。 
(xiv) PW は実効的な ARP の策定・実施のための組織・管理体制を構造物移転・住民移転のプロセ

ス開始前に構築する。この体制には、住民協議、用地取得・生活レベル維持支援に係るモニタ

リング等について管理するために必要な人的資源が含まれる。 
(xv) ARP システムの一部として、適切なモニタリング、評価・報告のメカニズムを構築する。 

 

12.4.3 用地取得・住民移転発生の範囲・規模 

バゴー橋及び取付け道路建設に伴い影響を受ける土地、構造物、資産等の状況を表 12.13 に示す。 

 
表 12.13 影響を受ける土地、構造物、資産の状況 

土地、構造

物等 
行政区域 現在の利用状況 広さ、建築材料 

被影響者

(PAPs) 
所有、借家状況 

(1) 土地(公共用地) 

1) 土地-1 タケタ 
ミャンマー国鉄の資材置き

場及び緑地 
65,000 m2 - ミャンマー国鉄 

2) 土地 -2 タケタ 道路部分 2,700 m2 - 建設省及び YCDC  

3) 土地 -3 タケタ 
ミャンマー国鉄の資材置き

場及び緑地 
90,000 m2 - ミャンマー国鉄 

(2) 構造物 

1) 露店 l 

-1  
タケタ 

清涼飲料及びスナック菓子

販売  
2.4 m2、木造平屋 4 

ミャンマー国鉄より

貸与 

2) 家屋-1 タケタ 居住 (YCDC オフィサー) 
3m2 (1部屋)、長

屋形式の木造平屋 
7 建設省より貸与 

3) 家屋 -2 タケタ 
居住 (ミャンマーガス・石

油公社のスタッフ) 

3m2 (1部屋)、長

屋形式の木造平屋 
5 建設省より貸与 

4) 家屋 -3 タケタ 住居 (バス運転手) 
3m2 (1部屋)、長

屋形式の木造平屋 
3 建設省より貸与 

5) 家屋 -4 タケタ 居住 (金細工師) 
3m2 (1部屋)、長

屋形式の木造平屋 
5   

6) 祭壇-1  タケタ 
伝統的宗教の祈祷用祭壇

(工事作業者が利用) 
5 m2 - 

MOCより、JFE と PW

合弁の鋼材製造工場
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建設業者に貸与 

7) 祭壇 -2 タンリン 
仏教徒の祈祷所(住宅団地

住民等が利用) 
30 m2 - 

ミャンマー国鉄より

Htut Khaung 

Construction 

Familiy Co., Ltd. 

Lに貸与 

8) 祭壇-3 タンリン 
伝統的宗教の祈祷用祭壇

(住宅団地住民等が利用) 
5 m2 - 

ミャンマー国鉄より

Htut Khaung 

Construction 

Familiy Co., Ltd. 

Lに貸与 

(3) 樹木 

1) 樹木-1 タケタ ミャンマー国鉄用地の緑化 46 本 
ミャンマ

ー国鉄 
ミャンマー国鉄 

2) 樹木-2 タンリン ミャンマー国鉄用地の緑化 114 本 
ミャンマ

ー国鉄 
ミャンマー国鉄 

出典：JICA調査団 

 
(1) 土地（公共用地） 

バゴー橋と取付け道路の用地は、公共用地であり、ミャンマー国鉄が所有し、交差点付近は一部

YCDC の用地も含まれているが、いずれにしても公共用地であるので、と YCDC 所有の公共用地で

あるので、政府内の省庁間及び YCDC との協議で、建設省に譲渡あるいは貸与されるものと想定さ

れる。したがって、いわゆる用地取得あるは譲渡による補償あるいは支援の対象とはならない。 

 

 
出典：JICA調査団 

図 12.6 取付け道路とその周辺図(タケタ・タウンシップ) 
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出典：JICA調査団 

図 12.7 取付け道路とその周辺図(タンリン・タウンシップ) 
 

(2) 被影響構造物及び樹木等の概要 
1) 露店 

調査の初期段階では、シュキンタル・マヨペット道路とタンリン・チンカット道路の交差点付近の露店

(タケタ・タウンシップ)（図 12.6の No.1）とチャイ・チャオ・パゴダ道路の有料道路料金所に隣接す

る露店（タンリン・タウンシップ）(図 12.7 の No.7)の 2 軒が影響対象と考えられた。しかし、その

後取付け道路計画の範囲を検討した結果、後者は用地範囲外に位置することが確認された。 

2) PW 敷地内の家屋 

バゴー川右岸で既設タンリン橋の資材置き場等に利用されているミャンマー国鉄用地の西側に隣接

して、PW の敷地がある。敷地内には、4 棟の長屋方式の建物（各 8 家屋）が職員用の宿舎として使

われているが、一部の長屋は取付け道路用地との境界付近まで迫っている。そのうちの 4 家屋（図

12.6 の No.3 及び No.4）には PW の職員以外に一般市民が居住している。 

取付け道路計画では、地盤の関係で道路脇はスロープとせずに、垂直な擁壁とすることになってい

るが、工事用には数メートルの幅の用地が必要と想定される。そこで、PW の職員以外の一般市民

の家屋を、工事の際に後方に移転することとし、移転による影響対象とした。 

3) 宗教施設 

仏教及び伝統的宗教の礼拝所(祭壇等)が、タケタ・タウンシップに 1ヶ所（図 12.6の No.2）及び

タンリン・タウンシップに 2ヵ所(図 12.7の No.5及び No.6)存在する。これらはいずれも建設省及

びミャンマー国鉄から借用しているもので、要請があれば、工事開始前には、借用者の自己負担で

移転することとなっている。  
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シュキンタル・マヨペット道路と

タンリン・チンカット道路の交差

点付近の露店(Tahketa TS) 

取付け道路用地の隣接する PW職

員用の住宅（一部分、市民が居

住）(Thaketa TS) 

取付け道路用地の隣接する PW職

員用の住宅（一部分、市民が居

住）(Thaketa TS) 

   

伝統的宗教の祭壇 (Traditional 

religion) 

仏教の礼拝施設 (Thanlyin TS) 伝統的宗教の祭壇(Thanlyin TS) 

   

7) 取付け道路用地内で交差する

燃料パイプライン(Thaketa TS) 

8) 取付け道路用地内で交差する

燃料パイプライン(Thanlyin TS) 

9) 電柱 (Thaketa TS) 

   

10) 電柱 (Tahnlyin TS) 11) 取付け道路予定地内の樹木 

(Thaketa TS) 

12) 取付け道路予定地内の樹木 

( (Thanlyin TS) 

出典：JICA調査団 

図 12.8 取付け道路用地内で影響を受ける構造物、樹木等 
 

 

 (4)取付け道路用内の樹木 

取り付け道路用地は、ミャンマー国鉄と建設省間の協議で譲渡されることが想定されるので、樹木

もその対象の一部であるが、樹木は国の公共財に等しくその伐採及び移植による損失には環境保全

森林省の許可が必要であり、またその実施には別に費用が発生するので、ここに取り上げた。 
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インベントリ調査の結果、160 本の樹木が影響を受けることが明らかになった。このうち、タケ

タ・タウンシップが 48 本、タンリン・タウンシップが 112 本である。また、この中には IUCN レ

ッドリストの危急種に属するホウオウボク 10 本とオオバマホガニー14 本が含まれる。ただし、既

述のように、両種ともヤンゴン市内では普通にみられる種であり、環境保全森林省森林局に照会し

たところ、通常の樹木の扱いで問題ないとのことであった。 

両種を含めて、160本の樹木の伐採あるいは移植については、まず森林局に申請書を提出し、に認

可を得る（認可は原則的には 1週間程度で下りる）。具体的な伐採あるいは移植については YCDC運

動場・公園・園芸局に申請すれば、同局で樹木の調査、伐採あるいは移植の作業を有料で実施して

くれる。 

 
12.4.4 補償及び移転支援費用の算出 

事業者である PW は、構造物や資産の損失に対して、被影響者に補償あるいは生計・生活再建のため

の支援を行う必要がある。  

算定された補償及び生活支援費用を表 12.14に示す。 

 

表 12.14 構造物及び事業等の損失の補償及び生活支援費用 

損失を受ける対象 面積、建築材料等 
被影響

者数
(PAPs) 

所有または貸

与 
家計収入 

(月額, Kyat) 
補償・支援

費用 (Kyat)* 

1 露店 -1 (Thaketa TS) 2.4 m2、平屋木造 4 ミャンマー国

鉄より貸与 400,000 2,400,000 

2 家屋 -1(Thaketa TS) 3m2、１室、長屋形式の

木造平屋 7 建設省より貸

与 193,000 1,158,000 

3 家屋 -2(Thaketa TS) 3m2、１室、長屋形式の

木造平屋 5 建設省より貸

与 145,000 870,000 

4 家屋 -3(Thaketa TS) 3m2、１室、長屋形式の

木造平屋 3 建設省より貸

与 210,000 1,260,000 

5 家屋 -4(Thaketa TS) 3m2、１室、長屋形式の

木造平屋 5 建設省より貸

与 170,000 1,020,000 

6 祭壇（伝統的宗教） -1 
(Thaketa TS) 5 m2   - ミャンマー国

鉄より貸与   - own 
expense 

7 祭壇（仏教礼拝）-2 
(Thanlyin TS) 30 m2、平屋木造   - 

Htut Khaung 
Construction 
Familiy Co., Ltd. 
にミャンマー

国鉄が貸与 

  - own 
expense 

8 祭壇 (伝統的宗教) -2 
(Thanlyin TS) 5 m2   - 

Htut Khaung 
Construction 
Familiy Co., Ltd.  

  - own 
expense 

9 樹木-1 (Thaketa TS) 46 本 ミャンマ

ー国鉄 
ミャンマー国

鉄 40,000/tree** 1,840,000 

10 樹木-2 (Thanlyin TS) 114 本 ミャンマ

ー国鉄 
ミャンマー国

鉄 40,000/tree** 4,560,000 

  構造物 (樹木を除く)         6,708,000 
  全費用         13,108,000 

Note 1: * Income of 6 months + sales of 6 months, if any. 

Note2: ** Charge of tree removal and replanting to be paid to YCDC-PPGD 

出典：JICA調査団 
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12.4.5 本プロジェクトにおける構造物移転・住民移転の手続き 

(1) 具体的な手続き  
本プロジェクトでは用地取得法に基づき、以下の手順で構造物移転・住民移転と補償を行う。 
(i) PW 内に簡易住民移転計画（Avreviated Resettlement Plan：ARP）実行チームを設置。 
(ii) PAPs の最終的な同定。 
(iii) 「プロジェクトによる土地使用」の通知を公示（覚書（MD）交換後） 

（通知の内容にはには、プロジェクトの目的、使用する土地の詳細などを含む。通知はカットオフデ

ートと同様な機能を持つ。） 
(iv) ARP の作成完了。 
(v) 補償決定委員会の設立 

-委員メンバー： PW、YCDC、内務省総務局（GAD：General Administration Department）のオ

フィサー、PAPs （必要なタイミングで参加） 
-仕事：生活支援を含む補償額の算定 

       PAPs との交渉 
       支払手続きのアレンジ 

(vi) PAPs の生活支援の補償 
構造物移転自体の補償の他、PW は移行期における PAPs の生活支援・補償を行う。 
 

(2) 簡易住民移転計画（Abbreviated Resettlement Plan：ARP） 

PW は建設開始前に ARP を策定するものとする。 

ARP には以下の項目を含むものとする。 

(i) 構造物・住民移転の必要性 

(ii) 事業対象地の構造物による占有状況調査結果 

(iii) 事業対象地の PAPs の家計・生活調査結果 

(iv) 損失資産・住民移転の補償及び生活再建対策の受給権者要件 

(v) 再取得価格調査を踏まえた、再取得費用に基づく損失資産の補償手続き 
(vi) 生活再建策ニーズ調査結果を踏まえた、移転前と比べ、受給権者の家計・生活水準を改善、

少なくとも回復させるための生活再建策 
(vii) 苦情処理を担う組織の権限及び苦情処理手続き 
(viii) 損失資産補償、住民移転に責任を有する機関（実施機関、地方政府機関、コンサルタント

等)の特定及びその責務 
(ix) 用地取得・住民移転の実行スケジュール 
(x) 費用と財源 
(xi) 実施機関によるモニタリング体制、モニタリングフォーム 

(xii) 事業の初期設計及び生計再建対策の代替案に係る住民協議結果 
 
上記の ARP の各項目について、影響規模、PAPs との協議、提供される補償・支援水準等が JICA 環

境ガイドランで求める水準に即した上で、PW が責任を持って適切な補償及び生計再建等の支援を

行う。 
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12.5 ステークホルダー協議の結果 

ステークホルダー会議は、2014 年 1 月 24 日（10:30～12:30）にヤンゴンで開催した。 

(1) 会場：タンリン橋際の MOC・PW 事務所の集会室（図 12.9 参照）。 

(2) 参加者：48 名。 

(3) プログラム 
1) 開会の挨拶：とプロジェクト紹介： Soe Min 氏, Chief Engineer, Public Works, Ministry of 

Construction 

2) プロジェクトの概要：JICA調査団コンサルタント 

3) 環境社会配慮の調査内容説明：JICA調査団コンサルタント 

4) 質疑応答 

5) 閉会の挨拶： Soe Min 氏 
(4) 主要な質疑 
本協議での質疑は、バゴー橋建設ルートや架橋位置に関するものとなり、IEE の結果や非自発的住

民移転についての質問、コメントははなかった。 
1) Star City 住宅団地開発企業－Mr. Than Htut Naing (Project Manager, Star City Project)） 

 質問－その１ 
(i)モンキーポイント(ルート１)、バゴーポイント(ルート 2)、既設タンリン橋近傍ルート(ルート 3)の
うち、ルート 3 を選定した理由はなにか。 
(ii)既設タンリン橋付近に新たな橋と道路を建設すれば、現行 2 車線のチャイク・チャウクク・パゴダ道路

は交通混雑が増加する。建設省はこの道路の拡幅を計画しているか。また、特に Star City住宅開発

では、将来 4,000～5,000 世帯が居住するが、ヤンゴン市内へのアクセス手段が問題になる。その点

で、モンキーポイントやバゴーポイントのルートの建設が大いに要望される。 
 回答－その１ 

(i) 3 つのルートについては、技術、環境社会配慮面等を含めて比較検討したが、最終的にはルート

1及び 2は、ミャンマー港湾公社が船舶航行の安全の観点から許可しないため、建設省がルート 3

を選定した。YUTRA での通過交通量予測によれば、バゴー橋の可能交通量は、30,000 台／日であり、

将来の通過交通量需要を十分まかなえる。 

(ii) ティラワ SEZからの交通流のうち、バゴー橋を通過できるのは、バスや乗用車に限定され、貨

物車両は現在のダゴン橋(Dagon Bridge)を利用する形となるので、交通量の増加は住宅団地からの

分に限られると想定される。 

 質問－その 2  

(i)タンリン－チャイク・チャウクク・パゴダ道路の拡幅では、Star City 不動産開発時に多額の費用をかけ

て設置地下埋設した電線などユーティリティーを破壊するする可能性がないか。前述したように、バゴーポイ

ントルートを選定すれば、このような心配はいらなくなる。我々としては同ルートの建設を建設省に要望する。 

(ii)以上のコメントは IEEレポートに記載してほしい。 

 回答－その 2 

(i)PWから建設省に報告する。 

(ii)IEE レポートに記載する。 
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ティラワ SEZ からの交通流のうち、バゴー橋を通過できるのは、バスや乗用車に限定され、貨物

車両は現在のダゴン橋(Dagon Bridge)を利用する形となるので、交通量の増加は住宅団地からの

分に限られると想定される。 

 

2) 住宅団地開発企業 －Mr.Thurein Win Htut (Director, Htut Khaung Construction Family Co., 

Ltd.): 

 質問－その 3 

バゴー橋を既設タンリン橋に近接して建設する場合、なぜ、上流（ルート Aまたは B）でなく、下

流(ルート C)を選定したのか。 

 回答－その 3  

既設タンリン橋の上流側を含む 3つの架橋ルート代替案について、技術、環境社会配慮(住民移転

等)などの様々な観点から比較検討した結果、下流のルート Cが最適と判断した。 

 質問―その 4 

既設タンリン橋下流のルート Cでは、取付け道路用地内に燃料パイプライン（ディーゼル燃料及び

CNG）が敷設されており、一部は道路と交差する。このため、道路建設の際に接触事故などで、パイ

プラインが破損し、燃料漏れや爆発などの危険があるので、周辺の住宅地を開発・管理する企業と

して憂慮している。既設タンリン橋の上流側の建設あるいは工事中の安全対策で担保できるのか。 

 回答－その 4 

取付け道路の工事計画で、パイプラインの管を適切に保護して、安全が確保できる対策が可能であ

る。また、プロジェクトが決定された場合には事前に安全な方策につき説明する予定である。  

 

  

(1) ステークホルダー協議の状況 (2) 会場前の参加者 

出典：JICA調査団 

図 12.9 ステークホルダー協議 

 

12.6 JICA 環境チェックリストによる環境社会配慮の確認 

. 

上記の 12.1～12.5をもとに、JICA 環境チェックリストによる環境社会配慮の内容を確認した結果

を表 12.15 に示す。 
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表 12.15 JICA 環境チェックリストによる環境社会配慮の確認結果 

分
類 

環境項

目 主なチェック事項 Yes: Y 
No: N 

具体的な環境社会配慮 

（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等) 

１ 

許
認
可
・
説
明 

(1)EIA
および

環境許

認可 

(a) 環境アセスメント報告書

（EIAレポート)等は作成済み

か。 

(a) Y 
  

(a) 1)「ミ」国では現在、環境保全法(Environmental 
Conservation Law, 2012)が制定されているが、EIAに関す

る具体的な法律やガイドラインが制定されていない。

2013 年に環境保護森林省(MOECAF)により環境影響評価

手順(Environmental Impact Assessment Procedures, draft, 2013)
が作成され、EIA/IEE調査及び報告書が必要なプロジェ

クトリストなどが明記されているが、最終的な内容は

現在関連省庁と調整中である。2) MOECAFへのヒアリ

ングでは、事業者である PWが、FERDを通じて事業認

可申請の際に、事業計画書とともに第三者機関が作成

した EIA報告書の提出が必要である。ただし、第三者

機関は国内外の環境コンサルタントが対象となり、

JICA 調査団が作成した IEE報告書を、上記 EIA 報告書と

して適用できる。したがって、JICAガイドラインに基

づき作成された本報告書の完成で作成済みとなる。 
(b) EIA レポート等は当該国政

府により承認されているか。 
(b) N (b)現在の手順では、JICAを含む国際機関の公共プロジ

ェクトでは、まず FERDに事業計画書と EIAレポートの

提出を行い、計画局(Planning Department)を通じて、社会

審議会、MOECAFの審査を行い、最終的に国会で、当

該年度の予算執行リストに掲載されることが必要であ

る。 
(c) EIA レポート等の承認は付

帯条件を伴うか。付帯条件が

ある場合は、その条件は満た

されるか。 

(c ) N (c )事業者である PWを通じて事業認可及び環境認可申

請を行う際に、関連機関から付帯条件が提示される可

能性がある。 

(d）上記以外に、必要な場合

には現地の所管官庁からの環

境に関する許認可は取得済み

か。 

(d) N (d)1) 樹木、マングローブ林伐採・撤去・移植の必要

ある場合は、YCDC運動場・公園・園芸部に事前申請

と費用支払いが必要であるが、未取得。2) 用地取得、

住民移転関係及び少数民族関係の取り扱い及び認可

は、YCDC, YRDC及び GAD, HSHDDなどの所管となり、

原則として EIAレポートの対象外である。 3)少数民族

に関する取扱い及び許認可も EIA レポートの対象外で

ある。 

(2)現地

ステー

クホル

ダーへ

の説明 

(a) プロジェクトの内容および

影響について、情報公開を含

めて現地ステークホルダーに

適切な説明を行い、理解を得

ているか。                                                 

(a) Y (a)環境社会配慮連絡会議(2013.9.30 及び 12.3)並びにステ

ークホルダー協議（2014.1.24)、加えて上位プロジェク

トである YUTRAの調整委員会等を通じて、現地ステー

クホルダーに情報公開を含めて説明を行い、理解を得

ている。 
(b) 住民等からのコメントを、

プロジェクト内容に反映させ

たか。     

(b) Y (b)ステークホルダー協議及び環境社会配慮連絡会議で

のコメントや助言を、計画や環境保全対策等に反映さ

せている。 

(3)代替

案の検

討 

(a) プロジェクト計画の複数の

代替案は（検討の際、環境・

社会に係る項目も含めて）検

討されているか。 

(a) Y (a) 1) バゴー川橋梁の設置場所を、既設タンリン橋の上

流 2地点、下流 1地点につき、代替案比較を行い、下

流 140ｍの地点を選定した。2) 橋梁の構造・デザイン

を 5つの代替案につき、比較検討し選定した。3) プロ

ジェクトが実施されない場合(Without project)との比較も

行っている。 

２ 

汚
染
対
策 

(1)大気

質 

(a) 通行車両等から排出される

大気汚染物質による影響はあ

るか。当該国の環境基準等と

整合するか。 

(a) Y  (a) 1) 大気環境基準は設定されていない。2) 以下のよう

な対策を行う。1)交通量、走行速度増加に伴う大気汚

染物質排出防止対策 （車両の排ガス点検整備、トラ

ック等の過積載規制など)。2) 道路周辺の大気環境モニ

タリング。 
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(b) ルート付近において大気汚

染状況が既に環境基準を上回

っている場合、プロジェクト

が更に大気汚染を悪化させる

か。大気質に対する対策は取

られるか。 

(b) Y (b) 1) 大気環境基準は設定されていないが、現地測定調

査の結果によれば、接続道路付近の大気汚染の測定値

は日本の環境基準。WHOのガイドラインの環境基準の

範囲内である。  
2) 2) 橋梁新設により、道路の流れがより円滑となり、

渋滞時のアイドリング等による NOxなど大気汚染物の

排出が減少することが想定される。他方、通過交通量

の増加（現行 15,000台／日から 2040年時点で 25,000 台
／日）により、排ガスによる大気汚染物の排出が増加

する可能性がある。このため、以下のような対策を行

う。(i) 交通量、走行速度増加に伴う大気汚染物質排出

防止対策 （車両の排ガス点検整備、トラック等の過

積載規制など)。(ii) 道路周辺の大気環境モニタリング。 

(2)水質 

(a) 盛土部、切土部等の表土露

出部からの土壌流出によって

下流水域の水質が悪化する

か。 

(a) N  (a) 1) 排水基準、環境基準は設定されていない。2) 計画

によれば、工事中の水質汚濁対策は以下の通りとなっ

ている。 接続道路の壁面はのり面とせず、すべて垂直

擁壁とするので、盛土・切土工事はほとんどない。従

って土壌流出の恐れはない。 
(b) プロジェクト並びに路面か

らの流出排水が地下水等の水

源を汚染するか。 

(b) N (b) 1) 路面からの排水は側溝及び雨水排水路を通じて、

河川等に放流されるので地下水等の水源を汚染する恐

れはない。3) 建設工事で使用される有害物質は、密閉

された容器に貯留、処分されるので、漏出などによる

地下浸透の恐れは生じない。 

  

(c) パーキング/サービスエリ

ア等からの排水は当該国の排

出基準等と整合するか。ま

た、排出により当該国の環境

基準と整合しない水域が生じ

るか。 

(c ) N (c) 本項目は該当しない。（本プロジェクトにはパーキ

ング/サービスエリア関連の事業は含まれない。） 

(3)騒
音・振

動 

(a) 通行車両や鉄道による騒

音・振動は当該国の基準等と

整合するか。 

(a) N (a) 「ミ」国では、道路や鉄道の騒音・振動の環境基準

は設定されていない。新橋増設により交通量は増加す

る。周辺で一時的な渋滞発生は生じる場合があるが、

走行は全体としては円滑化すると想定される。結果と

して、通行車両による騒音・振動はプロジェクト前と

変わらないか若干の増加と予想される。プロジェクト

サイト周辺に存在する人家周辺での騒音・振動による

負の影響は小さいと想定される。 

現地測定調査の結果によれは、プロジェクトサイト周

辺の騒音レベルは日本、WHOの騒音環境基準の範囲内

である。 

 

(b) 通行車両や鉄道による低周

波音は当該国の基準等と整合

するか。 

(b) N (b) 「ミ」国には、低周波音についての規制基準はな

い。通行車両による低周波音の影響は、騒音・振動と

同様に小さいと想定されるが、実測値は存在せず、新

しい実測も技術的に難しい。 
３ 

自 

然 

環 

境 

(1)保護

区 

(a) サイトは当該国の法律・国

際条約等に定められた保護区

内に立地するか。プロジェク

トが保護区に影響を与える

か。 

(a) Y (a) 1) 橋梁・取り付け道路予定地は保護指定地域ではな

く、また環境影響に敏感な脆弱な地域（Environmentally 
Sensitive Area）でもない。2) しかし、既設タンリン橋の

上流側に隣接して国立民俗公園があり、市民の憩いの

場となっている(最大入場者約 1,000 人／日）。このた

め、工事車両等による渋滞で公園利用者のアクセスに

影響が出る可能性がある。 
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(2)生態

系 

(a) サイトは原生林、熱帯の自

然林、生態学的に重要な生息

地（珊瑚礁、マングローブ湿

地、干潟等）を含むか。 

(a) Y 
 

(a)2) バゴー川は感潮河川であり、マングローブ植生が

河岸干潟に分布している。マングローブ林は、感潮河

川の干潟に分布し魚類資源再生産の場として重要であ

り、またバゴー川河岸の自然景観を構成し、災害時の

高波、津波などの防潮林の機能も有する。「ミ」国で

はエーヤワディ―デルタ等に広く豊富に分布するが、

バゴー川の分布は河岸干潟に限られる。このうち、既

設タンリン橋の右岸上流側に、国立民俗公園に隣接す

る河岸に小規模であるが、自然性の高いマングローブ

林が見られる。一方、橋梁建設予定地付近にはマング

ローブは単木として散在するのみであるが、橋梁建設

工事によるマングローブ植生への影響の恐れがある。 
(b) サイトは当該国の法律・国

際条約等で保護が必要とされ

る貴重種の生息地を含むか。 

(b) Y (b) (a) ～(c) 1)本プロジェクトにおける生物・生態系調査

によれば、調査地域（プロジェクトサイトとその周

辺）で IUCN（International Union for Conservation of Nature 
and Natural Resources、国際自然保護連合）のレッドリス

ト登録の「危急種（Vulnerable species）」（樹木）が 2
種、①Delonix regia（ホウオウボク）、 ② Swietenia 
macrophylla King (マホガニー)の存在が確認された。な

お、「危急種」とは「絶滅寸前種（Critically 
endangered）」や「絶滅危惧種（Endangered）」より絶

滅危惧の条件は低い種である。その後、ミャンマー国

鉄所有のアプローチ道路用地内の詳細調査では、ホウ

オウボク 10本、マホガニー14本の分布が確認された。 

2) ただし、環境保全森林省森林局へのヒアリングによ

れば両種ともヤンゴン市内では公園、緑地、道路沿い

に普通にみられる樹木であり、マホガニーを材木とし

て輸出する場合以外には、特段の規制は行われていな

い。 

3) 同森林局のよれば、樹木の伐採あるいは移植につい

ては、まず樹種、生育場所、本数等のデータを含めた

申請書を、森林局に提出し、許可を得る必要がある(通
常約 1週間以内で認可）。 

4) 樹木の伐採あるいは移植の実施については、その旨

を YCDC運動場・公園・園芸局に申請後、同局であら

ためて実地調査を行い、伐採あるいは所管の場所に移

植あるいは同様な種の種苗が行われる。その費用は、

事業者が負担する。 
(c) 生態系への重大な影響が懸

念される場合、生態系への影

響を減らす対策はなされる

か。 

(c )Y (c )生態系への重大な影響は懸念されない。ただし、橋

梁建設予定地付近にはマングローブは単木として散在

するのみであるが、橋梁建設工事によるマングローブ

植生への影響の恐れがある。、 
(d) 野生生物及び家畜の移動経

路の遮断、生息地の分断、動

物の交通事故等に対する対策

はなされるか。 

 
(d)N 
 

(d)野生生物及び家畜の移動経路の遮断、生息地の分

断、動物の交通事故等は想定されない。 

(e) 橋梁・道路が出来たことに

よって、開発に伴う森林破壊

や密猟、砂漠化、湿原の乾燥

等は生じるか。外来種（従来

その地域に生息していなかっ

た）、病害虫等が移入し、生

態系が乱される恐れがある

か。これらに対する対策は用

意されるか。 

(e ) N (e ) 橋梁・道路建設によって、想定される事態は生じない。 
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(3)水象 

(a) 構造物の設置による水系の

変化に伴い、地表水・地下水

の流れに悪影響を及ぼすか。 

(a) N (a) 1)陸域の地形改変、構造物設置は、取り付け道路及

び橋端部分に限られ、水系への悪い影響は想定されな

い。2) 水域の地形改変は、橋梁の橋脚や基礎の状況に

よっては、流況の変化、河床の洗掘発生の可能性があ

る。このため、橋梁基礎及び橋脚工事で鋼管矢板基礎

工などの洗掘防止対策を行う。3) 供用後の河床の洗掘

状況のモニタリングを行う。 

(4)地
形・地

質 

(a) ルート上に土砂崩壊や地滑

りが生じそうな地質の悪い場

所はあるか。ある場合は工法

等で適切な処置がなされる

か。 

(a) N (a) ルート上に土砂崩壊や地滑りが生じそうな地質の悪

い場所はない。 
   

  

(b) 盛土、切土等の土木作業に

よって、土砂崩壊や地滑りは

生じるか。土砂崩壊や地滑り

を防ぐための適切な対策がな

されるか。 

(b) N (b) ルート付近は平坦であり、土砂崩壊や地滑りの生

じやすい地形ではない。また、取付け道路の壁面はの

り面とせず垂直擁壁とするので、盛土・切土工事はほ

とんどない。 

  

(c) 盛土部、切土部、土捨て

場、土砂採取場からの土壌流

出は生じるか。土砂流出を防

ぐための適切な対策がなされ

るか。 

(c ) Y (c) 取付け道路の壁面はのり面とせずすべて垂直擁壁と

するので、盛土・切土工事はほとんどない。また、土

砂はサイト周辺から採取せず遠方の土取り場から調達

する。従ってサイト及び辺で土砂流出はほとんど生じ

ない。 

４ 

社 

会 

環 

境 

(1)住民

移転 

(a) プロジェクトの実施に伴い

非自発的住民移転は生じる

か。生じる場合は、移転によ

る影響を最小限とする努力が

なされるか。 

(a) Y (a) 1) 橋梁・取り付け道路計画予定地は、いずれも公

共用地（ミャンマー国鉄、YCDC、建設省等）である

が、その一部は、2軒の露店及び小規模な宗教施設 (2
ヵ所）で占有・利用されている。2) 住民や家屋の移転

等は想定されないが、施設、構造物等の移設・撤去あ

るいは露店の事業収入補填・生活支援等を行う。3) 用
地内の 樹木（約 150 本）の伐採あるいは移植を行う。

4) 用地内の電柱（10柱程度）の移設を行う。5) 取り付

け道路は 2本の燃料パイプライン(CNG 及びディーゼル

燃料）と近接し、また一部では交差する。これについ

て、特に周辺住民や企業からは、安全確保が要望され

ている。それらの移設を含めた安全対策を行う。6) 簡
易住民移転計画 (ARP) 作成を行う。 

(b) 移転する住民に対し、移転

前に補償・生活再建対策に関

する適切な説明が行われる

か。 

(b) Y (b) ステークホルダー協議あるいは想定される被影響者

との個別の協議で、被影響者の家計・生活調査を行

い、補償・生活再建対策に関する説明が行われた。 

(c) 住民移転のための調査がな

され、再取得価格による補

償、移転後の生活基盤の回復

を含む移転計画が立てられる

か。 

(c ) Y (c) PW は住民移転のための調査をし、移転に関する社

会経済調査に基づく適切な補償及び移転後の生計と生

活水準基盤の回復支援を含む簡易住民移転計画

（ARP：Abbreviated Resettlement Plan）を作成する。 

(d) 補償金の支払いは移転前に

行われるか。 
(d) Y (d) PW は移転前に補償金や生活再建対策支援の費用を

キャッシュで支払う。 

(e) 補償方針は文書で策定され

ているか。 
(e ) Y (e ) PW により、簡易住民移転計画(ARP)が作成される。 

(f) 移転住民のうち特に女性､

子供､老人､貧困層､少数民

族・先住民族等の社会的弱者

に適切な配慮がなされた計画

か。 

(f) Y (f) 住民移転計画書は社会的弱者、先住民等に特に配慮し

て作成する。 
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(g) 移転住民について移転前の

合意は得られるか。 
(g) Y 構造物移転、住民移転の前に PAPs の合意を得る。 

(h) 住民移転を適切に実施する

ための体制は整えられるか。

十分な実施能力と予算措置が

講じられるか。 

(h) Y  (h) 1) 実施機関の PW に体制（担当チーム）を構築する。

PW 主催の補償決定委員会には関連機関の参画を得る。

2) 簡易住民移転計画をベースに PW が予算措置を行う。 

(i) 移転による影響のモニタリ

ングが計画されるか。 
(i) Y (i) 移転による影響を受ける PAPs の生計や生活水準回復

等をモニタリングする計画を作成する。 

(j) 苦情処理の仕組みが構築さ

れているか。 
(j) Y (j) 苦情処理担当を PW の担当チーム内に置く。 

(2)生
活・生

計 

(a) 新規開発により橋梁・アク

セス道路が設置される場合、

既存の交通手段やそれに従事

する住民の生活への影響はあ

るか。また、土地利用・生計

手段の大幅な変更、失業等は

生じるか。これらの影響の緩

和に配慮した計画か。 

(a) N (a) 橋梁・アクセス道路建設により、ヤンゴン中心部と

タンリン地区との交通手段が増加することになり、交

通渋滞緩和、往来する住民の職場、公共施設等へのア

クセスがより便利になり、住民の生活向上をもたら

す。また、土地利用・生計手段の大幅な変更、失業等

は想定されない。 

(b) プロジェクトによりその他

の住民の生活に対し悪影響を

及ぼすか。必要な場合は影響

を緩和する配慮が行われる

か。 

(b) N (b) プロジェクトがその他の住民の生活に対し悪影響を

及ぼすことは想定されない。 

(c) 他の地域からの人口流入に

より病気の発生（HIV等の感

染症を含む）の危険はある

か。必要に応じて適切な公衆

衛生への配慮は行われるか。 

(c ) Y (c ) 大規模な工事は想定されないが、流入する工事作業

員の宿舎や女性との接触で、HIV/AIDS や他の感染症発

生の可能性が考えられる。1) 工事作業者および周辺住

民等への感染症および HIV/AIDS 教育を徹底する。2) 
HIV/AIDS の現状およびモニタリング調査 

(d) プロジェクトによって周辺

地域の道路交通に悪影響を及

ぼすか（渋滞、交通事故の増

加等）。 

(d) N (d) プロジェクトは、周辺地域の道路交通渋滞を解消す

るために、新たに 2車線の橋梁・道路を建設するもの

なので渋滞は減少する。また、交通事故対策として以

下を行う。1)既存の工事中の事故及び交通事故の発生

と要因把握。2) 工事中の事故防止対策。3) 工事作業員

及びドライバー、歩行者への交通安全の啓蒙・教育。 
(e) プロジェクトによって住民

の移動に障害が生じるか。 
(e ) N (e ) 

(f) 陸橋等による日照阻害、電

波障害は生じるか。 
(f) N (f) 1) 橋梁の周辺は河川であり、また取り付け道路の近

傍には家屋・ビル等が存在しないので日照権阻害の恐

れはない。2) 橋梁の周辺は河川であり、また取り付け

道路の近傍には家屋・ビル等が存在しないので電磁波

障害の恐れはない。 

(3)文化

遺産 

(a) プロジェクトにより、考古

学的、歴史的、文化的、宗教

的に貴重な遺産、史跡等を損

なう恐れはあるか。また、当

該国の国内法上定められた措

置が考慮されるか。 

(a) N (a)1) 事業対象地及びその周辺には、保護対象となるよ

うな文化的、歴史的、考古学的あるいは宗教的施設・

サイトは存在しない。2) なお、今年になりタンリン・

タウンシップ側の取り付け道路用地(ミャンマー鉄道所

有地）に住宅開発の民間企業により、小規模な祈祷所

(仏教及び伝統的宗教）が設置されたが、ミャンマー国

鉄によれば、道路建設の際には撤去あるいは移設され

ることで合意が得られている。 
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(4)景 

観 

(a) 特に配慮すべき景観が存在

する場合、それに対し悪影響

を及ぼすか。影響がある場合

には必要な対策は取られる

か。 

(a) Y (a)1) バゴー橋は既設タンリン橋梁の下流約 150ｍに設

置されるので、両橋梁が景観的に調和するような配慮

が必要となる。橋梁の構造、外観、デザイン等に配慮

する。2) 取り付け道路用地の境界付近に樹木や植栽か

らなる緩衝ゾーンを設置し、通過車両からの大気汚染

物、騒音、悪臭を低減を図るとともに、施設計画でデ

ザイン、配置などに配慮し、周辺からの景観イメージ

を高める。 

(5)少数

民族、

先住民

族 

(a) 当該国の少数民族、先住民

族の文化、生活様式への影響

を軽減する配慮がなされてい

るか。 

(a) N (a),(b)対象地域に、少数民族は存在しない。 

(b) 少数民族、先住民族の土地

及び資源に関する諸権利は尊

重されるか。 

(b) N 

(6)労働

環境 

(a) プロジェクトにおいて遵守

すべき当該国の労働環境に関

する法律が守られるか。 

(a) Y (a)工事段階及び橋梁の供用段階において「ミ」国の労

働法及び労働安全法（制定予定）などの規定、規制を

遵守する。建設工事の契約者や作業労働者は労働条

件・労働環境に関わる「ミ」国の法令を遵守する。

1964 年に制定された労働者の基本的人権及び義務を定

める法律は 2011年に廃止され、現在は法律の下位規範

であった個別の労働関連規制が法律としての効力を有

する。なお、労働安全・健康法（Occupational Safety and 
Health Law、2012）は現在 Draft段階である。 

  

(b) 労働災害防止に係る安全設

備の設置、有害物質の管理

等、プロジェクト関係者への

ハード面での安全配慮が措置

されているか。 

(b) Y (b) 以下の安全配慮を行う。①工事作業者や関係者が安

全靴とヘルメットを着用する。②工事現場では、毎回

工事開始前に工事作業者を集めて安全配慮の方針を徹

底するなどの安全管理対策を実施する。③工事用車両

や機械の運転時には、関係者以外の出入りは禁止す

る。コンクリートや建物解体作業の際は、工事作業者

に防塵マスクや、防音耳栓などを装備させ、労働環境

の安全を確保する。④工事作業者への労働安全教育を

徹底する。 

  
(c) 安全衛生計画の策定や作業

員等に対する安全教育（交通

安全や公衆衛生を含む）の実

施等、プロジェクト関係者へ

のソフト面での対応が計画・

実施されるか。 

(c ) Y (c) 以下の対応を計画・実施する。① 安全衛生計画の策

定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛生

を含む）を実施する。②工事作業者への労働安全教育

を徹底する。工事現場では、毎回工事開始前に工事作

業者を集めて安全配慮の方針を徹底するなどの安全管

理対策を実施する。③工事用車両や機械の運転時に

は、関係者以外の出入りは禁止する。 

  

(d) プロジェクトに関係する警

備要員が、プロジェクト関係

者・地域住民の安全を侵害す

ることのないよう、適切な措

置が講じられるか。 

(d) Y (d) 1) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェク

ト関係者・地域住民の安全や治安を悪化することがな

いよう、要員管理や教育などを行う。 

５ 

そ 

の 

他 

(1)工事

中の影

響 

(a) 工事中の汚染（騒音、振

動、濁水、粉じん、排ガス、

廃棄物等）に対して緩和策が

用意されるか。 

(a) (a) 1) 粉じん、排ガス - (i) 工事用車両、機材の排ガス

整備および良質の燃料・オイル使用などの大気汚染物

排出防止対策。(ii) 建設車輌・機械等の慎重な運転と速

度自主規制。(iii) 苦情窓口を設置し、苦情に対する迅速

な対応をする。2) 濁水 -1)土砂を含んだ濁度の高い工事

排水は沈殿池に導き、土砂を沈殿させた上で、その上

澄みを臨時の排水管や側溝を作って、河川等に放流さ

せる。2) 濁度がひどい場合には、シルトトラップ等に

より濁度を下げる。 3) 廃棄物 - 1)工事計画では、建設

廃棄物を最小化する方策に配慮する。2) 廃棄物の 3R
（Reduce, Reuse, Recycle）に基づく工事作業者への教
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育・啓蒙。3) 建設残土・廃材、作業員宿舎等からの廃

棄物並びに有害廃棄物は、分別収集し、一時保管場所

を設けて貯留し、極力処理および再利用を図り、それ

以外のものは搬出して最終処分場で埋立処分を行う。

4) 騒音・振動 - 1)工事用車両や建設機材の騒音発生防止

対策（低騒音機種の採用、音遮断フェンスの設置等）

を検討する。2) 工事の場所や工事の時間帯をずらす

などの騒音の影響軽減策を検討する。3) 建設車輌・機

械等の慎重な運転と速度自主規制。4) 苦情窓口の設

置。5) 苦情等に基づく騒音の 

モニタリング実施。 

  

(b) 工事により自然環境（生態

系）に悪影響を及ぼすか。ま

た、影響に対する緩和策が用

意されるか。 

(b) Y (b) 1) 陸域生態系 1) 工事計画で貴重な植物・動物、生態

系のある場所は避ける。避けられない場合は、YCDC-
PPGD及び MOECAFに事前に相談し、移植等必要な保全

措置を講じる。2) 取り付け道路予定地内の樹木の伐採

あるいは移植については、事前に YCDCPPGDと協議

し、その指示のもとに、伐採、適切な場所での移植・

植樹（植樹の場合、本数は 2倍）を行う。対象樹木数

は、既存のもの以上とする。3) 取り付け道路にグリー

ンベルト等の設置等を行う。2) 水域生態系 - 1) 橋梁建

設工事に際しては、可能な限りマングローブの周囲を

柵で囲むなど、工事の影響を受けないように保護す

る。2) マングローブの除去が必要な場合は、YCDC-公
園・緑地部に事前に申請して、移植の認可を得る。3) 
マングローブ林及び単木の生育状況モニタリング。 

  

(c) 工事により社会環境に悪影

響を及ぼすか。また、影響に

対する緩和策が用意される

か。 

(c ) Y 以下のような対策を行う。1) 工事内容とその予定に関

する事前の公示。2) 工事作業、資材等運搬車両運行に

係る時間帯シフトを含めた取り決めおよびその遵守。

交通整理要員の配置。 

3) 工事車両の慎重（丁寧）な運転と速度自主規制。4) 
建設業者による工事車輌運転手、建設作業員の交通安

全指導の徹底。5) 工事車両走行道路の散水による粉じ

ん発生の抑制。6) 工事用車両の荷台に建設残土等の飛

散防止カバーの設置。7) 周辺住民等からの苦情受け付

け窓口の設置と担当者の配置。 

(2)モニ

タリン

グ 

(a) 上記の環境項目のうち、影

響が考えられる項目に対し

て、事業者のモニタリングが

計画・実施されるか。 

(a) Y (a) 影響が考えられる環境項目について、計画、工事及

び供用段階ごとに、モニタリングが計画・実施される

予定である。 

  

(b) 当該計画の項目、方法、頻

度等はどのように定められて

いるか。 

(b) Y (b)環境モニタリング計画(12.X)で、項目、方法、頻度、

場所、実施主体、責任主体等が定められている。 

  

(c) 事業者のモニタリング体制

（組織、人員、機材、予算等

とそれらの継続性）は確立さ

れるか。 

(c ) Y (c)PW 内に環境社会配慮タスクフォースが設置され、担

当スタッフ、予算、必要な場合の外注体制が確立され

ている。 

  

(d) 事業者から所管官庁等への

報告の方法、頻度等は規定さ

れているか。 

(d) N (d)Environmnetal Conservation Law (2012)には概略規定され

いるのみ。現在省庁間で協議中の EIA-Pには、モニタ

リングは MOECAFが行うことになっている。しかし、

MOECAF 担当者によれば、EIA-P の制定と MOECAFの予

算措置が可能となるまではで、事業者が負担して適宜

モニタリングを行い、MOECAFに報告する形となって

いる。 
６ 

留

意
点 

他の環

境チェ

ックリ

(a) 必要な場合は、道路、鉄

道、林業に係るチェックリス

トの該当チェック事項も追加

(a) Y (a) 道路に係る項目をチェックリストに追加して、評

価している。 
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ストの

参照 
して評価すること（大規模な

伐採を伴う場合等）。 

(b) 必要な場合には送変電・配

電に係るチェックリストの該

当チェック事項も追加して評

価すること（送変電・配電施

設の建設を伴う場合等）。 

(b) N (b) 必要なし。 

環境チ

ェック

リスト

使用上

の注意 

(a) 必要な場合には、越境また

は地球規模の環境問題への影

響も確認する（廃棄物の越境

処理、酸性雨、オゾン層破

壊、地球温暖化の問題に係る

要素が考えられる場合等）。 

(a) N (a)橋梁建設事業の規模及び特性からみて、越境または

地球規模の環境問題への影響は想定されない。 

出典：JICA調査団 
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13 事業実施方法の検討 

13.1 事業実施主体 

第 3 章で述べたとおり、本プロジェクトの実施機関は公共事業局であり、建設省がオーナーとなる。 

実施機関である公共事業局は下記工事について責任を有する。 

 

- 設計及び用地取得、住民移転、コンサルタント・業者入札等を含む実施管理 

- 施工監理 

- 完成後の土木施設の維持管理 

- 交通安全管理 

 

13.2 事業実施工程 

本調査における事業実施工程（I/P）案は以下の想定により行った。 

 

- 2015年度初頭に借款協定が結ばれる。 

- 施工期間は公共事業局の要請により 28ヶ月とする。 

- 我が国の円借款スキームにより実施される。 

- 契約単位は 1単位（すべての工事を同一の業者が実施する）とする。 

- コンサルタントサービス及び詳細設計は我が国が負担する（連携 D/D）。 

- 我が国によるプレッジが終了した後に詳細設計コンサルタントの調達を開始する。 

 

過去の実績を考慮し、これらのマイルストーンをもとに作成した事業実施工程表を以下に示す。 

 

表 13.1 実施マイルストーン及び期間 
実施項目／マイルストーン 期間 

政府による実施項目 

 プレッジ : 実施工程内に記載（プロジェクト開始） 

 交換公文、借款協定 :プレッジから 3か月後 

 住民移転 : 12か月 

コンサルタントサービス 

 詳細設計コンサルタント選定 （JICAによる） : プレッジから 4か月後 

 詳細設計（JICAによる） : コンサルタント選定から 12か月 

 C/Sコンサルタント選定（｢ミ｣国による） : 9 か月 

 入札支援 : 12 か月 

 施工監理 : 28か月 

 瑕疵期間 : 12 か月 

施工  

 業者選定（｢ミ｣国による） : 12 か月 

 施工 : 28 か月 

 瑕疵期間 : 12 か月 

出典：JICA 調査団 
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Financial Year

12

Land Acquisition/
Resettlemet

12

Total
Month

Pre-construction Services
(Tender Period)

Post Construction Services
(Defect Liability Period)

12

Procurement of 
C/S Consultant

9

Construction Supervision 28

Pledge, E/N and L/A

Procurement of 
D/D Consultant

4

Detailed Design 12

II III IVIV I II III IV III III IV I II IIII II III IV I II III IV I
2015 2016 2017 2018 2019 2020

E/N, L/APledge

 

出典：JICA 調査団 

図 13.1 バゴー川橋梁建設計画事業実施工程表（案） 
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14 結論と提言 

14.1 結論 

本協力準備調査における結論を以下に示す。 

 

(1) 路線選定 

バゴー川河口部における渡河位置について、以下の 3案について比較検討を行った。 

第１案：モンキーポイント案 

第２案：バゴーポイント案 

第３案：既設タンリン橋近接案 

土地利用条件や環境社会的影響、既存道路ネットワークへの影響、計画可能な構造形式、概

算工事費、交通計画的視点などから比較検討を行い、公共事業局と 2013年 8月 6日に行っ

たバゴー川架橋に関する会議において第 3案が推奨された。 

さらに詳細な架橋地点検討を行った結果、工事費及び環境社会的な影響が最小化できる既設

タンリン橋の下流 140mを通るルートを採用した。 

 

(2) 自然条件調査 

測量調査 

平面測量（1/1,000）及び路線縦横断測量、河川の深浅測量を実施した。 

 

地質調査 

5箇所（河川内 3箇所、陸上 2箇所）において標準貫入試験を含むボーリング調査を実施し

た。表層から 10m は軟弱な粘土層または砂層が観測された。支持層は密な砂層であり、-40m

～-50m 付近で観測された。 

 

水理調査 

気象データとして様々な再現確率の降雨強度が得られた。これらを元に水文解析を行い、高

水位及び洗掘深の算定を行った。 

 

(3) 道路／橋梁の設計 

(a) 線形計画 

ヤンゴン側の端部については、橋梁とのスムーズな接続を考慮して既存交差点の改

良を提案した。 

タンリン側については、タンリン橋の接続道路につなぐ新設交差点を提案した。 

 

(b) 横断計画 

横断計画として、ティラワ SEZアクセス道路との整合を図り、下記の横断構成を提

案した。 

車道幅員（片側）2@3.5m=7m 

中央路肩 0.5m 

側方路肩 0.6m 

中央帯 0.6m 

歩道 2m 

 

(c) 橋梁形式選定 

上部工 

比較案 6 案のうち、構造性や施工性、概算工事費、維持管理性、技術移転、景観性、

航路との関係、環境への影響などを考慮して斜張橋と鋼床版箱桁、PCプレキャスト
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箱桁を組み合わせた案を推奨した。本案は 2013年 8月 16日に第 3回ステアリン

グ・コミッティにおいて公共事業局に了承を得た。 

 

下部・基礎工 

河川内の基礎形式については、場所打ち杭、鋼管矢板井筒基礎、RCケーソン基礎の

3案から施工性や施工期間、船舶の衝突や洗掘に対する安定性、概算工費、「ミ」

国における施工経験などを考慮して、鋼管矢板井筒基礎を選定した。本案は 2013年

11月 1日に公共事業局に承認された。一方、陸上部の基礎については場所打ち杭を

推奨した。 

 

(d) 橋梁概要 

橋梁概要は表-14.1のとおりである。 

 
表 14.1 バゴー川架橋概要 

橋梁形式（上部工） 
鋼 7 径間連続鋼床版箱桁橋 
鋼 3 径間斜張橋 
PC（6+8）径間連続箱桁橋（プレキャストセグメント） 

施工期間  約 30 ヶ月 
1) バゴー川右岸側 
地区 タケタ地区（ヤンゴン市） 

接続する既設道路 シュキンタール＝ミヨパット道路、タンリン・チンカット道

路 
接続道路長  539m 
2) プロジェクト道路 全長 3,114m 
橋梁部分 1,928m、接続道路 539m 及び 647m 
3) バゴー川左岸側 
地区 タンリン地区（ヤンゴン州） 
接続する既設道路 チャイクチャウクパゴダ道路 
接続道路長  647m 

出典：JICA 調査団 

 

(4) 事業費積算 

（施工業者契約認証まで非公開） 

 

 

(5) 事業実施工程 

プロジェクト資金として日本の円借款を用い、詳細設計も JICAの連携 DDで実施した場合、

事業実施工程は図 14.1のようになる。 
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Financial Year

12

Land Acquisition/
Resettlemet

12

Total
Month

Pre-construction Services
(Tender Period)

Post Construction Services
(Defect Liability Period)

12

Procurement of 
C/S Consultant

9

Construction Supervision 28

Pledge, E/N and L/A

Procurement of 
D/D Consultant

4

Detailed Design 12

II III IVIV I II III IV III III IV I II IIII II III IV I II III IV I
2015 2016 2017 2018 2019 2020

E/N, L/APledge

 

出典：JICA 調査団 

図 14.1 バゴー橋建設計画の事業実施工程（案） 

 

(6) 事業実施効果 

事業実施効果は下記のようになる。 

- 経済的内部収益率（EIRR）: 13.5% 

- 現在価値（NPV）: 54 

- 便益（B/C）:1.29 

よって、本事業は実現可能と考える。 

 

14.2 提言 

本調査での提言を以下に示す。 

(1) バゴー橋の早期着工・供用開始 

ミャンマー国ヤンゴン都市圏開発プログラム形成準備調査（都市交通）（YUTRA）において

交通需要予測を実施した。図 14.2に、バゴー橋整備を行わない場合のタンリン橋（既存

橋）における混雑度の年次変化を示す。混雑度とは 1日当たりの交通容量に対する交通量の

比であり、1.0以上の場合は、その区間の交通量が交通容量を超えることを意味する。 

 

混雑度は 2015年中に 1.0を超えるとの推計結果が得られ、この時点で直ちに渋滞が慢性化

することを意味するものではないが、混雑する時間帯が現れ始めることを示すものである。

バゴー橋が建設されない場合数値は悪化の一途をたどることとなり、バゴー橋の早期着工・

整備が望ましいと考える。 
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出典：JICA 調査団

 

図 14.2 タンリン橋の混雑率（バゴー橋整備を行わない場合） 

 

(2)橋種 

バゴー川の航路となっている径間には、中央径間が 224mの鋼斜張橋を選定した。公共事業

局との協議結果として選定したが、他のステークホルダー（国家経済産業省など）とも協議

を行い、技術的・経済的な選定根拠を強化するための検討を実施する必要がある。 

 

(3)本調査における事業費の扱いについて 

本調査で見積もられた事業費 288 百万米ドルは参考値であり、より詳細な事業費積算は詳

細設計時に行われる。 
 

(4)技術移転 

本事業を通じて「ミ」国へ本邦技術の技術移転が行われることが望ましい。バゴー橋建設計

画は下記の技術が含まれており、技術移転が可能と考える。 

- 河川内における鋼管矢板井筒工法 

- プレキャストセグメント（スパンバイスパン工法）による PC橋の架設 

プロジェクト期間中に、技術セミナーやワークショップ、現場見学、海外研修などを行う事

が望ましい。 

 

(5)環境社会配慮 

1) 環境保全林業省(MOECAF)からの環境認可取得に必要な EIA追加調査 

本プロジェクトは IEE の結果、カテゴリ B に分類されたが、詳細設計調査段階では、

さらに以下のような調査が必要である。 

 

a) 対象地域の環境の現状に関するベースラインデータの追加及び補足調査 

b) 計画チーム内での共同作業により、詳細設計計画案により影響の内容が明確な

る環境項目（たとえば、大気、騒音、水質）に対する具体的な環境保全対策の

作成。 

c) より具体的、より詳細な環境管理計画及び環境モニタリング計画の作成 
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d) MOECAF がミャンマー国内法あるいは手続きによる環境認可を要求する場合には、

本予備調査報告書を対応する「EIA調査報告書」として提出する。 

e) 計画段階及び建設段階における環境管理計画の実施推進・支援を担当する「環

境管理コンサルタント」の採用。 

 

2) 用地取得及び住民移転に関して 

用地取得で影響が想定される構造物、資産等の損失に対する補償あるいは事業・生

活再建支援策の確認及び実施に関して、詳細設計計画案に対応して、以下のような

作業の追加・修正が必要となる。 

 

a) 被影響者(PAPs)のセンサス調査及び世帯別社会経済調査 

b) 補償・支援方針の設定、受給者要件の同定 

c) 影響を受ける家屋、露店や宗教施設の移転に関する具体的計画作成 

d) 被影響者の収入及び生活の修復計画 

e) 簡易住民移転計画の実施体制の構築 

f) 補償・支援等の実施スケジュールの決定 

g) 補償・支援実施モニタリング計画作成 

h) 予備調査で算定された補償・支援費用、モニタリング費用の修正 

i) コンサルタントあるいは NGO 

j) HIV/AIDS感染防止対策としては、詳細計画及び建設段階で検診等につき、検診

体制を有する NGO 等の関係機関へ委託等により、作業者等の検診及びモニタリ

ングを行う。 

k) プロジェクトの情報公開（小冊子等配布を含む）及び住民参加の推進 

l) 取付道路敷地内に存在する、燃料パイプラインの移設または防護計画 
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First steel girder blocks are connected  to the tower and then 

 Install temporary bent -1
 Alternating erect a steel girder block with balanced cantilever method  
using stay cables and Barge mounted crane

Temporary Bent -2

 Install Temporary bent -2
 Alternating erect steel girder blocks with balanced cantilever method
using stay cables and barge mounted crane up to the end steel girder block
Remove temporary bent-1

Barge Mounted
crane

Finally set closure steel girder block by barge mounted crane
 Remove temporary bent-2

 Erection is completed

Temporary Bent -2
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Tower Crane

Steel Tower

.

...

..

...

..

.
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 Move the truss girder to the next span  
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pier shaft.

The segments are transported to the respective
span either by trailer or barge.
The segments are placed on the sliding pads and
 sliding on the truss girder to position correct location.
This  is repeated until all segments are in place.

All segments are adjusted on the truss girder 

Adjacent spans of PC box girders are jointed 
with closure joint space.
Closure joints are cast.
Continuity presstressing cables are installed and 
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Barge Mounted
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TEG Crane

Bracket Bracket

TEG Crane TEG Crane

 Provide steel brackets to support steel girder blocks on the pier top.
 The girder blocks on the pier top are erected by barge mounted crane.
 Cantilever steel girder blocks are erected by TEG crane which is  facilitated on the top of girder.

 Girder blocks are transported on the barge from the fabrication yard.
The girder block is lifted up to their correct position and jointed by TEG Crane.
 These girder blocks are repeatedly erected with balanced cantilever method.

Closure block at the center is carefully lifted up and set at the center portion by TEG Crane.

TEG Crane TEG Crane

Erected by TEG crane

.

.

.

.

.

Bracket Bracket

.

.

..

Girder block
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...

...

.

Erected by Barge
 mounted crane
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 mounted crane
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Assembly truss girder

and then partial post-tensining force is exerted.

tensioned to connect all spans as a continuous 

Closure Joint

box girder.
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